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Ⅰ.調査の概要 

 

1. 調査の目的 

我が国中小企業は、全企業数の 99.7％以上を占め、日本の産業競争力やイノベーシ

ョンの源泉として大きな役割を果たすとともに、地域の雇用を支える日本経済にとって

欠かすことのできない重要な存在である。地域活性化のためには中小企業の活性化が必

要不可欠であるとの認識のもと、特許庁では、中小企業の事業戦略を踏まえた知財戦略

により効果的に知的財産活用を図るための支援施策を展開してきたところ。また、政府

の知的財産推進計画等においても、知的財産を活用した地域活性化について言及され続

けているとともに、2004 年度以降、地域の官民からなる地域知財戦略本部を整備する

等、地方公共団体とも連携した知的財産支援施策が実施されてきた。 

政府においては本年を地域創生元年と位置付け、「日本再興戦略」（改訂 2015／平成

27 年 6 月閣議決定）において地域中小企業の知財戦略強化について初めて言及すると

ともに、「知的財産推進計画 2015」（平茂 27 年 6 月知的財産戦略本部決定）においても

第一の重点事項として地方における知財活用の推進を掲げるなど、地域中小企業に対す

る知財支援の重要性が更なる高まりを見せているところである。 

このような状況の中、地域活性化に向けた取組みにおいては地方公共団体による主体

的な関わりが重要であるところ、地域活性化における知的財産の重要性に着目し、知財

活動の強化に向けて意欲的かつ主体的な取組をする地方公共団体も存在している。その

取組により着実に成果を上げている地方公共団体もあり、また、先進的な取組が他の地

域へ展開する事例なども見られるものの、全国的にはそれら取組が十分であるとは言え

ない現状がある。 

本事業は、調査対象地域の知的財産を巡る現状を踏まえた上で地方公共団体による知

的財産に関する支援施策等への取組状況について調査分析を行うとともに、地域におけ

る知財活動の状況について網羅的な調査研究を行うことにより、地方における知財活用

の推進に向けた今後の施策検討のための基礎資料を作成することを目的として実施し

た。 

 

2. 調査の内容 

（１） 調査対象地域 

地域における知財活動に関する取組を幅広い視点から調査するため、①知的財産に関

し積極的な取組が見られる地域、②出願動向や産業構造に鑑みより一層の知財施策の普

及・展開が期待される地域、③知的財産に関する取組について情報を整備することが必

要な地域、という視点から選定した以下の 8 県を本年度の調査対象地域とした。 

 

＜福島県、群馬県、岐阜県、福井県、岡山県、広島県、愛媛県、福岡県＞ 
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（２） 調査実施方法 

① 公開文献調査 

調査対象地域の知財活動に関する基礎情報として、国内で公開されている書

籍、論文、調査研究報告書、審議会報告書、データベース情報及びインターネ

ット情報等を利用して以下の項目について情報を収集し、整理・分析した上で

取りまとめを行った。 

 

   

調査項目 主な調査先 

Ⅰ.県の知財の現状 

 1.知財戦略 知財戦略や条例の内容 各都道府県のホームページ 

 2.出願動向 

   

（1）出願・登録状況 

出願件数、登録件数 

発明者数および創作者数 

特許行政年次報告書 2015 年版

（特許庁） 

   業種別出願件数 特許庁普及支援課提供データ 

   

（2）地域団体商標取得

状況 

地域団体商標登録件数 地域団体商標 MAP（特許庁） 

 3.支援人材 

   

（1）弁理士登録人数・

知財総合支援窓口支援

人数 

弁理士人数 特許行政年次報告書 2015 年版 

   知財総合支援窓口支援人数 特許庁普及支援課提供データ 

   知的財産管理技能士数 

知的財産管理技能検定ホーム

ページ 

   

（2）弁理士事務所数、

知財ビジネス企業数 

弁理士事務所数 

弁理士ナビ（日本弁理士会ホー

ムページ） 

   知財ビジネス企業数 

知的財産権取引事業者一覧

（INPIT） 

 5.支援事業 

   

（2）国との連携事業 

知財総合支援窓口における

支援件数 

特許庁普及支援課提供データ 

 

  外国出願補助金採択数 

   

知的財産権制度説明会（初

心者向け）参加者数 

Ⅱ.県の産業特性と知財活用事例 

 

1.産業特性 

業種別企業数 

経済センサス 

 

産業中分類別出荷額及び事

業所数 
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調査項目 主な調査先 

Ⅲ.参考資料 

 1.県内の産業の現状 

   （1）人口および世帯数 人口および世帯数 

総務省 住民基本台帳に基づく

人口、人口動態及び世帯数 

   （2）業種別企業数 業種別企業数 

経済センサス 

   （3）規模別事業所数 従業員規模別事業所数 

   

（4）製造品出荷額 

製造品出荷額 経済産業省 工業統計調査 

   

産業中分類別出荷額及び事

業所数 

経済センサス 

   （5）県民総生産 県民総生産 内閣府 県民経済計算 

 2.知財に関する現状 

   

（1）企業や大学研究機

関等における研究開発

費 

大学等における研究開発費 

文部科学省 大学等における産

学連携等実施状況について 

   

（2）特許等の発明者

数・創作者数 

発明者数および創作者数 

特許行政年次報告書 2015 年版

（特許庁） 

   

（3）弁理士事務所数、

知財ビジネス企業数 

弁理士事務所数 

弁理士ナビ（日本弁理士会ホー

ムページ） 

   知財ビジネス企業数 

知的財産権取引事業者一覧

（INPIT） 

   

（4）地域団体商標の取

得団体 

地域団体商標を取得してい

る団体数 

地域団体商標 MAP（特許庁） 

   

地理的表示保護制度の活用

団体 

農林水産省ホームページ（地理

的表示保護制度） 

   （5）国・地方公共団

体・関係機関による表

彰企業リスト 

国・地方公共団体・関係機

関による表彰企業リスト 

特許庁ホームページ（知財功労

賞） 

   

知的財産権活用事例集 2014

掲載企業 

知的財産権活用事例集 2014（特

許庁） 

   （6）産学連携等の実績 産学連携等の実績 

文部科学省 大学等における産

学連携等実施状況について 

 

3.知財に力を入れている

教育機関 

大学等県内教育機関におけ

る知財に関する取り組み 

インターネット検索 

 4.支援機関 支援機関の概要 インターネット検索 
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② ヒアリング調査 

地方公共団体（県）による知財関連の取組について調査・分析し、地方公共

団体が知財施策を推進していくうえでの実態把握及び課題抽出を行うため、ま

た、県内の知財活用成功事例を把握するために、下表の通りヒアリング調査を

実施した。 

 

県 調査実施日 ヒアリング調査先 

福岡県 

11 月 18 日 

福岡県はかた地どり推進協議会 

株式会社東洋新薬 

株式会社 A（社名非公開） 

11 月 19 日 

福岡県商工部 中小企業技術振興課 

株式会社デュエル 

広島県 

11 月 24 日 

有限会社竹田ブラシ製作所 

株式会社キーレックス 

デルタ工業株式会社 

11 月 25 日 

広島県商工労働局 イノベーション推進チーム 

株式会社島ごころ 

岡山県 

11 月 26 日 

全国農業協同組合連合会 岡山県本部 

オージー技研株式会社 

11 月 27 日 

岡山県産業労働部 産業振興課 

桃太郎源株式会社 

岡山県青果物販売株式会社 

12 月 11 日 海洋建設株式会社 

福島県 

12 月 1 日 

福島県商工労働部 産業創出課 

東北グリーン興産株式会社 

12 月 2 日 

会津よつば農業協同組合 

会津若松市役所 観光課 

12 月 8 日 北陽電機株式会社 

群馬県 

12 月 3 日 

群馬県産業経済部 工業振興課 

株式会社キンセイ産業 

四万温泉旅館協同組合 

12 月 4 日 

藤田エンジニアリング株式会社 

西工業株式会社 

福井県 12 月 7 日 

福井県産業労働部 地域産業・技術振興課 

福井県工業技術センター 
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福井県 

12 月 7 日 株式会社秀峰 

12 月 8 日 

東工シャッター株式会社 

福井めがね工業株式会社 

株式会社コバード 

岐阜県 

12 月 9 日 

岐阜県商工労働部 新産業振興課 

岐阜プラスチック工業株式会社 

12 月 10 日 

株式会社トーカイ 

飛騨のさるぼぼ製造協同組合 

共同組合飛騨木工連合会 

愛媛県 

12 月 17 日 

カミ商事株式会社 

四国タオル工業組合 

12 月 18 日 

愛媛県経済労働部 産業支援局 産業創出課 

企画振興部 地域振興局 地域政策課 

農林水産部 水産局 水産課  

株式会社アテックス 

道後温泉旅館協同組合 

 

ヒアリング項目は以下の通り。 

◆ 都道府県担当課 

① 県の知財戦略や条例の内容（ポイント） 

② 知財戦略の推進体制および知財関連予算 

③ 県の産業振興策と知財政策との関連 

④ 知財に関する事業内容 

⑤ 他事業との連携状況 

⑥ 知財戦略や事業により地域活性化や地域経済への貢献に成功した事例 

⑦ 知財戦略に関連して県で実施した調査結果や事例集、報告書等 

⑧ 支援機関や市区町村との連携状況 

⑨ 市区町村の知財に関する取組で特筆すべき事例 

◆ 知財活用企業 

① 事業概要および特徴（主力製品や知財の取得状況） 

② 知財取得前の課題や知財取得に至った経緯 

③ 知財取得の体制や他機関等との連携状況（知財担当者数、社内教育状況） 

④ 知財取得に際して活用した国・地方公共団体や支援機関の施策 

⑤ 知財取得および活用前後での変化（定量的・定性的） 

⑥ 成功要因と直面した課題 

⑦ 他の地域団体や企業への助言等 
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3. 調査の結果 

（１） 全体の結果概要 

本調査では、各県の知的財産を巡る現状および産業特性を踏まえた上で、地域におけ

る知財活動の状況について網羅的な調査研究を行うことにより、県による知的財産に関

する支援施策等への取組状況について調査分析を行った。 

その結果、各県の知財に対する取組状況は様々であるものの、その取り組みは地域が

元々持つ産業や地理的条件等にも関係することが明らかとなった。本調査で明らかにな

った各県の特徴を以下に記載する。 

 

（２） 各県の特徴 

① 福島県 

・ 県は医療機器の産業振興に力を入れており、東日本大震災後に策定した「福

島県復興計画」の 1 つに、医療関連産業の集積を挙げており、医療機器生産

金額は全国 3 位である。また、特許庁の「震災復興支援早期審査・審理制度」

を利用して知財活動に力を入れている医療関連企業の事例もある。 

・ 県内の知財の現状を見ると、四法別の出願件数比率では商標が半数を占め、

全国平均と比較しても商標の出願比率が高い。地域団体商標においても「南

郷トマト」等、商標を活用して震災復興に取り組んでいる事例もみられる。 

 

② 群馬県    

・ 県内の産業の特徴としては、製品出荷額によると輸送用機械器具製造業が突

出しており、全国順位でみると、同業種に加え、業務用機械器具製造業、食

料・たばこ・飼料製造業が上位を占めている。 

・ 知財の現状においては、輸送用機械器具製造業に関する特許・意匠・商標出

願が多い。また、県内主要産業のひとつである業務用機械器具製造業におい

は、海外での権利取得を行い海外展開も含む挑戦的な活動を行っている企業

の事例がみられる。地域団体商標に関しては、加工食品や工芸品のほか、「伊

香保温泉」「草津温泉」「四万温泉」が登録されており、観光資源価値向上の

ために活用されている。 

 

③ 岐阜県 

・ 県内の産業は、航空機や自動車関連産業をはじめとする輸送用機械器具製造   

業やプラスチック製品製造業が盛んである。その他、飛騨・高山の木材を利

用した家具も有名で、家具・装備品製造業の出荷額が全国 3 位となっている。 

・ プラスチック産業の意匠出願件数が全国３位であり、関連企業で意匠活用の

事例も見られる。そのため、岐阜県の四法別の出願件数比率も意匠の出願比
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率が極めて高くなっている。また、家具や和紙といった工芸品が地域団体商

標に多く登録されているのも特徴で、岐阜県の地域団体商標出願数は全国４

位となっている。 

 

④ 福井県 

・ 県内の主要産業としては眼鏡産業が挙げられ、鯖江市を中心として製造され

全国生産量の約 9 割を占める。その他、製造出荷額によると、電子部品・デ

バイス・電子回路製造業、繊維工業が上位を占め、繊維工業については全国 3

位となっている。 

・ 知財の現状をみると、四法別の出願比率では意匠が全国比率と比較して高い

という特徴がある。これは、繊維工業分野における意匠出願が影響している。

また、主要産業である眼鏡製造において、積極的な特許出願を行うとともに

自らの高い技術力を活かし他分野への進出を果たした事例や、海外展開のた

め外国でも商標登録をし、他者からの侵害を防衛している事例などがみられ

る。 

 

⑤ 岡山県 

・ 県内の主要産業は、製造品出荷額でみると石油製品製造業、鉄鋼業、化学工

業であり、繊維工業も業種別製品出荷額で全国順位４位となっている。また、

瀬戸内海に面した温暖な気候を生かして、白桃やマスカットなど国内トップ

の生産量を誇る果物が多く生産されている。 

・ 知財の現状をみると、業種別出願件数では化学工業の特許出願が多く、商標

出願では繊維業が最も多い。また、岡山白桃などの地域団体商標を取得して

地域ブランド化に取り組んでいる事例もみられる。 

 

⑥ 広島県 

・ 県内の産業の特徴をみると、レモンの生産量が国内日本一であるなど、かん

きつ類の栽培が盛んである。また、製造品出荷額によると、自動車関連産業

などの輸送用機械器具製造業がトップとなっている。 

・ 知財の現状においても、県の産業特性を反映して輸送用機械器具製造業の特

許出願が多く、特許を活用している自動車関連企業も見られ、取引を有利に

進めている事例がある。商標では食料品製造業の出願が多く、また、かんき

つ類をはじめとする果物等の農作物において地域団体商標が多く登録されて

いる。 
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⑦ 愛媛県 

・ 県内の東予地域に紙関連産業が集積し、製紙・紙加工業の製造品出荷額等は

全国 2 位となっている。また、南予地域では、みかん栽培などの農業が主産

業であり、その生産量は国内で 1、2 位を競っている。 

・ 知財活用状況をみると、特産品の西宇和みかんや真穴みかん、国内最大のタ

オル産地で作られる今治タオル等、地域団体商標を有効的に活用している事

例がみられる。また、農業関連機械製造業において特許活用の好事例もある。 

 

⑧ 福岡県 

・ 県内の製造品出荷額によると、自動車等の輸送用機械器具製造業、鉄鋼業が

上位を占めている。また、全国順位では、窯業・土石製品製造業が第４位と

なっている。 

・ 知財の現状においては、窯業・土石製品製造業の特許出願と意匠出願が多く、

特に意匠出願件数は全国２位である。また、商標では食料品製造業の出願件

数が全国３位となっており、地域団体商標でも「はかた地どり」「博多なす」

等の博多ブランドが数多く登録され、権利取得による効果も出ている。 

 

 

Ⅱ．地域における知財活動に関する調査方法の考察 

 

1. 取りまとめ形式の比較 

 今回、各県の取りまとめに際しては 2 種類のフォーマットを作成した。それぞれのフ

ォーマットについて、読み手側、作成者側それぞれの視点からメリットとデメリットを

比較する。 

 

（１） フォーマット A（群馬県、岐阜県、岡山県、広島県、福岡県） 

フォーマット A 作成に際しては、読み手はグラフや表などの色などから視覚的に

強調されるポイントを把握しやすいというメリットがある。一方で、スライドごと

に内容が区切られてしまうため全体の流れが把握しづらいことや、色が多く使われ

ている場合には見づらくなってしまうというデメリットも考えられる。 

 

 メリット デメリット 

読

み

手

側 

・文字量が少なく、グラフや色などから 

 視覚的に情報が把握できる 

・プレゼン資料として使いやすい 

・スライドごとに区切られ、流れが把握

しづらい 

・配色が多く見づらいこともある 
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作

成

者

側 

・段落設定や書式設定が不要なため、フ

ォーマットが崩れる心配がない 

・図の作成がしやすい 

・色やオブジェクトの細かい調整が必要 

 

 

（２） フォーマット B（福島県、福井県、愛媛県） 

フォーマット B 作成に際しては、読み手はページごとに区切られることがないた

め全体の流れが把握しやすいことや、配色が少ないために読みやすいというメリッ

トがある。一方で、強調箇所を視覚的に把握しづらいことや、文字量が多いために

読むのに時間がかかるというデメリットも考えられる。 

 

 メリット デメリット 

読

み

手

側 

・全体の流れが把握しやすい 

・配色が少ないため、読みやすい 

 

・強調箇所が分かりにくく、視覚的に情

報を把握しづらい 

・文字量が多く、読むのに時間がかかる 

作

成

者

側 

・段落や書式、図表番号や目次等が設定

しやすく、自動更新できる 

・色などの細かい調整が少ない 

・文章を多く書く必要がある 

 

2. 本調査を通じて得られた課題 

本調査の実施にあたって、苦労した点や今後工夫が必要だと考えられる点を以下にま

とめる。 

 

（１） 調査・報告書を作成するにあたり苦労した点 

① 公開情報調査 

・ 今回調査の取りまとめに使用したデータは、分野が多岐に渡り出典が様々

であったことからそれぞれ形式が異なり、かつデータ量が多いために収集

と加工にはかなりの時間を要した。 

・ 成功事例については、既存の事例集等で紹介されている企業の数が限られ

ており、候補企業の洗い出しに苦労した。 

 

② ヒアリング調査 

・ 特に県の担当者に関しては、発明協会等に事業を委託していることが多い

ことから、知財関連事業の実施状況や県内企業についての情報を把握して

いないことが多かった。 

・ 成功事例については、知財による効果が図りづらいということもあり、定

量的なデータを得ることが困難であった。 
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・ アポイント取得の際には、業種や部署によって担当者の繁忙期と重なってい

たり、他にも同様の特許庁事業の調査が来ていることで断られる企業や、知

財ということで情報を表に出したがらない企業などがあった。 

 

（２） 今後工夫が可能な事項 

① 公開情報調査項目 

・ 公開情報調査項目については、情報量が多すぎても読み手が混乱する可能

性があるため、読み手が誰かを意識した上で調査項目の精査を行い、必要

な項目を絞り込むことが有効であると考えられる。 

・ 追加であるといい情報としては、県内企業の出願ランキングや、成功事例

として抽出した企業の知財保有状況が事前に把握できると良い。 

 

② ヒアリング調査 

(ア) ヒアリング先の選定 

� 県での取り組みをヒアリングする際には、知財を取り扱う部署が複数

にまたがっている可能性があることに留意する必要がある。また、県

の担当者とともに事業委託先の支援機関担当者にも同席してもらう

ことが有効である。 

� 成功事例（ヒアリング先企業）の抽出にあたっては、現場で企業の情

報を多く持っている知財総合支援窓口等の支援機関へ事前に一斉調

査（アンケート等）を行うなど、支援窓口の持っている情報を活用で

きると良い。また、事前に調査対象都道府県の知財出願実績のある企

業向けにアンケート調査を実施し、活用状況や取得前後での変化など

を把握した上で、成功事例を抽出することも可能であると考えられる。 

 

(イ) アポイント取得から実施 

� ヒアリング実施時期は、訪問先企業の繁忙期に重ならないような配慮

が必要である。また、調査の趣旨説明を丁寧に行うことで、ヒアリン

グを受けてもらえる可能性が高まる。 

� 効率的かつ効果的にヒアリングを実施するためには、事前にヒアリン

グ先企業の事業内容や保有している知財情報などを十分に下調べし

ておく必要がある。 

 

③ 全体 

(ア) 知財の経済的評価 

� 本事業では、企業へのヒアリングの際に知財による経済的な効果を聞
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くことが困難であった。知財そのものの経済的な評価（価値や企業に

おける売上への貢献度等）に関しては、現在、我が国において一部の

金融機関等で試験的に評価の取組が始められている状況であり、様々

な評価手法が試行されている。 

� むしろ、知財を活用しているビジネスを評価し、その中で果たす知財

の役割を PR することが重要である。その１つとして知財の売上への

貢献については、知財以外の様々な営業活動による貢献との区別が困

難であることから、企業において自社が保有する知財がどの程度の価

値があるのか、売上にどの程度貢献しているのかを客観的に図ること

は非常に困難な課題となっている。 

 

(イ) 活動指標の評価軸 

� 各県の知財活動を比較評価する際には、県によって人口や産業規模が

異なることから、何かしらの指標を持って評価を行う必要がある。知

財活動と産業規模を掛け合わせて評価するのが最も適切であると考

えられるが、この指標を決める際には、いくつかの指標について知財

活動との関連性を検証する必要があると考えられる。また、指標はひ

とつに絞る必要はなく、複数設定することも可能である。 

 

(ウ) 県の取り組みの格差 

� 本事業により、県によって知財に対する取り組みに格差があることが

明らかになった。知財活動に熱心な県では、県知事が知財への理解が

深いといった話や、現場の担当者が熱心に活動しているためといった

話が聞かれ、知財活動を積極的に行うためのキーパーソンが重要であ

ることが考えられる。一方で、知財活動が活発でない県においては、

他に優先すべき施策や課題が山積しているため、緊急性の低い知財活

動は必然的に後回しにされてしまうといった意見が聞かれた。 

� 企業においても同様の傾向があり、知財の活用が進んでいる企業は創

業者が発明家で知財に対する理解があったために知財を重要視する

社風が生まれたという話が多く聞かれた。また、知財はすぐに売り上

げにつながるものではなく効果がみえづらいため、経営層の理解があ

ることが重要であるという意見が多く聞かれたことから、県での取り

組みについても、トップが知財に対する理解を持つことが重要である

と言える。 
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3. 今後の展望 

今後の地域における知財活用の推進に向けては、その地域の産業や特性に合わせた施

策検討を行っていくことが重要であると言える。また、各地域において知財を活用して

成功している企業や、地域活性化や地域ブランドの構築に成功した団体の取り組み内容

は、他地域の参考になると考える。 

本調査結果が、各地域の産業特性や知財活動の現状を明確にし、自治体での知財施策

の検討や、地域の知財活動の裾野拡大につながることを期待する。 

 

 



 

 

 

 

 

Ⅲ．各県における知財活動の概要 

 

1.  フォーマット A 

（１） .......................................................... 群馬県 

（２） .......................................................... 岐阜県 

（３） .......................................................... 岡山県 

（４） .......................................................... 広島県 

（５） .......................................................... 福岡県 

 

2.  フォーマット B 

（１） .......................................................... 福島県 

（２） .......................................................... 福井県 

（３） .......................................................... 愛媛県    
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福島県における知財活動の概要 
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Ⅰ．福島県の知財の現状 
１．知財戦略 

福島県でのこれまでの知財戦略は、平成 17 年 2 月に策定された「うつくしま、ふくしま

知的財産戦略」がある。基本的な考えとして「知的財産を経営戦略の核とした企業の創出」

「知的財産の創造・保護・活用の創造サイクルの確立」を挙げ平成 17 年度から 3 か年にお

いて集中的に検討及び実行したが、平成 17 年以降は新たな戦略は作られておらず、条例も

制定されていない。 
福島県では、平成 23 年に発生した東日本大震災により、震災復興初期はインフラ等の復

興が中心となっていたこともあって知財戦略にまで手が回っていなかったが、震災から 5
年がたち、ソフト面の整備にも力を入れられるまで回復してきている状況である。 
 

２．出願動向 

（１） 出願・登録状況 

 福島県では、四法別の出願比率では、全国平均と比較するとすべての項目において平均

以下の 30 位前後である。福島県内の比率においては商標が半数を占め、商標の出願が多い

ことが分かる。 
 

表 1 福島県における特許等の出願及び登録の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

 

 

 

 

四法 
福島県 

件数 

福島 

出願順位（全国） 

特許 
出願 273 

33 位 
登録 159 

実用新案 
出願 40 

26 位  
登録 39 

意匠 
出願 70 

30 位  
登録 49 

商標 
出願 417 

32 位  
登録 334 

国際出願（特許） 56 26 位  

国際出願（商標） 8 22 位  



 

3 

図 1 四法別出願件数の比率         図 2 四法別出願件数の比率（全国） 

 
出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

図 3 発明者数および創作者数 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 
 

（２） 地域団体商標取得状況 

 福島県では、商標の出願比率が半数を占めるが地域団体商標の登録は 4 件である。また、

全国出願順位も 34 位である。地域団体商標の登録件数が少ないため種別の特徴把握が難し

い状況である。 
表 2 地域団体商標の取得状況 

登録件数 出願件数 出願順位（全国） 

４ １３ ３３位 
 

 登録名称 種別 

1 南郷トマト 農作物 
2 会津みそ 加工食品 
3 大堀相馬焼 工芸品 
4 土湯温泉 観光地 

出典：地域団体商標ＭＡＰ※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 
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図 4 地域団体商標取得団体の分布 MAP 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：白地図をベースに NTT データ経営研究所にて作成 

            写真出典：「地域団体商標事例集 2015」より  

 

３．支援人材 

（１） 弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人数 

 福島県の弁理士登録人数は 2012 年から横ばいで、2014 年末時点で 11 人である。 
 

図 5 福島県における弁理士登録人数の推移 

（単位：人）  
出典：特許行政年次報告書（統計・資料編）2011～2015 年 
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表 3 知財総合支援窓口 支援人数 
窓口担当 配置弁理士 配置弁護士 合計 

4 4 2 10 
出典：特許庁普及支援課 

 

表 4 知的財産管理技能士数と全国順位 
1 級 2 級 3 級 合計 全国順位 
13 137 272 422 25 位 

出典：知的財産管理技能検定ホームページ 

 
（２） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている福島県内の弁理士事務所数は 11 箇所である。 
 

表 5 福島県内の弁理士事務所 
1 梓特許事務所 会津若松連絡所  
2 梓特許事務所 東北支所  
3 アノア国際特許商標事務所福島オフィス  
4 伊藤特許事務所  
5 海嶺知財経営コンサルタント事務所  
6 Ｊ－ｓｔａｒ国際特許商標事務所東北オフィス  
7 特許業務法人創成国際特許事務所福島事務所  
8 水野特許商標事務所  
9 ミナスム特許事務所  
10 ＹＯＫＯＳＨＩＭＡ＆ＹＯＫＯＳＨＩＭＡ特許事務所  
11 吉川特許事務所  

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 
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４．支援推進体制 

 福島県庁で知財に関連した業務は商工労働部と、農林水産部の担当者で行っている。 
県内の支援体制としては、県庁のほか一般社団法人福島県発明協会、福島県ハイテクプ

ラザ、公益財団法人福島県産業振興センターが知財に関連した業務を担っている。一般社

団法人福島県発明協会は、知的財産活用推進事業として巡回相談会等の業務を行っている。 

 知財支援を行っている関係機関である県産業創出課、一般社団法人福島県発明協会、福

島県ハイテクプラザ、公益財団法人福島県産業振興センターの担当者が月 1 回集まって「ふ

くしま知財支援連絡会」を実施している。特徴としては、福島県ハイテクプラザが技術支

援、一般社団法人福島県発明協会が知財支援、公益財団法人福島県産業振興センターが研

究開発・出願助成支援、産業創出課が全体調整といった役割分担の中で連携を取って活動

している点である。 

 
図 6 福島県支援体制 

 
出典：ヒアリングをもとに NTT データ経営研究所で作成 
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５．支援事業 

（１） 県による事業 

福島県の知財に関する事業は主に 5 つある。１）知的財産活用推進事業、２）保有技術

活用推進事業、３）特許出願経費等助成事業、４）知的財産支援事業、５）その他関連事

業となっている。 

１） 知的財産活用推進事業 

一般社団法人福島県発明協会に委託している事業で、巡回相談会、講習会、県発明

展の開催、ふくしま知財支援連絡会の実施など 

２） 保有技術活用推進事業 

企業訪問による技術シーズ・未利用特許の発掘、知財セミナーの開催など 

３） 特許出願経費等助成事業 

国内における特許等出願経費の助成 

４） 知的財産支援事業 

金融機関、教育機関、知財に熱心に取り組まれる県内企業が出席し、情報の共有、

連携を図ることを目的に知的財産プラットフォーム委員会を開催、創意工夫功労者

表彰伝達式の開催 

５） その他関連事業 

県と弁理士会との協定に基づくセミナー開催など 

 

【福島県における近年の知財に関する傾向と支援事例】 
・（国研）産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所の開所 
震災後の平成 26 年 4 月に産業技術総合研究所（以下産総研）が福島再生可能エネルギ

ー研究所を福島県郡山市に開所した。このことは知財活動の推進に大きく影響しており、

再生可能エネルギーに取り組む企業が増えている。産総研で再生可能エネルギーの技術評

価プログラムが行われており、産総研への相談も多く、今後特許につながる動きもある。 
・「産学官連携による開発商品のふくしまブランド確立と流通までサポートするブランデ

ィング事業」の実施 
平成 26、27 年度地域経済産業活性化対策費補助金で実施された「産学官連携による開

発商品のふくしまブランド確立と流通までサポートするブランディング事業」、および福

島県で実施した「中小企業新商品開発支援事業」により中小企業の商品開発支援を行った。

東北大学の堀切川教授をアドバイザーに迎え、福島県内の中小企業を回って技術を活用し

た一般消費者向け商品開発を行い、その中から特許出願や商標登録も生まれた。 
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表 6 平成 27 年度 福島県の知的財産関連予算および事業 

（１） 知的財産活用推進事業 4,145 千円 
（２） 保有技術活用推進事業 161 千円 
（３） 特許出願経費等助成事業 1,750 千円 
（４） 知的財産支援事業 249 千円 
（５） その他関連事業 － 

（１）～（４）の総額  6,305 千円 
出典：福島県庁提供資料「福島県の知的財産関連予算および事業」より抜粋 

 

表 7 市町村の取り組みで特筆すべき事例 

自治体名 事例内容 
福島市 「福島市新製品・新技術開発支援事業」において中小企業の技術支援を行

っている。当事業に係る特許権、実用新案権、意匠権又は商標権の出願料、

手数料が補助対象経費となっている。 
会津若松市 IT 特許支援事業相談窓口を設置し、会津若松市内の企業に対して特許の取

得から戦略的に特許を活用するための方法といった相談に対応している。

出典：福島市ホームページ、会津若松市ホームページ 

 

（２） 国との連携事業 

知財総合支援窓口での支援件数および外国出願補助金採用数は毎年増加傾向にある。知

的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数は横ばいである。 
 

図 7 知財総合支援窓口における支援件数 

（単位：件）  

出典：特許庁普及支援課 
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表 8 知財総合支援窓口における支援件数の全国順位 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 
33 位 22 位 21 位 

出典：特許庁普及支援課 

 
表 9 外国出願補助金採択数 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 
特許 2 3 3 
実用新案 －. 0 0 
意匠 0 0 0 
商標 1 1 3 
冒認対策 － 0 0 
合計 3 4 6 

出典：特許庁普及支援課 

 

表 10 知的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

83 74 77 
出典：特許庁普及支援課 
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Ⅱ．福島県の産業特性と知財活用事例 
１．産業特性  

 福島県では医療機器の開発に力を入れており、平成 17 年度より「うつくしま次世代医療

産業集積プロジェクト」を実施し医療機器の研究開発や異業種企業に対する薬事法許可支

援等を進め、県内における医療機器や同部分品の製造を開始する企業が増加している。医

療機器生産金額は全国 3 位と年々増加し全国順位を上げている。（図 9 参照） 
 東日本大震災後に策定した「福島県復興計画」の重点プロジェクトの 1 つに、新たな時

代をリードする産業として「医療関連産業の集積」を挙げている。さらに、医療機器の開

発から安全性評価、事業化までを一体的に支援する「ふくしま医療機器開発支援センター」

を平成 28 年度開所予定である。  
 企業数では、卸売業・小売業についで、建設業及び宿泊業・飲食サービス業が多い。 
産業中分類別製造品出荷額では、情報通信機械器具製造業、化学工業が多い。全国順位で

見ると情報通信機械器具製造業、ゴム製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業が高い。 
医療用機械器具・医療品用製造業は産業中分類では業務用機械器具製造業に含まれる。 
 

図 8 福島県における業種別企業数の推移 

 
出典：平成 26 年経済センサス 
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R サービス業（他に分類されないも

の）



 

11 

 
表 11 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 

  製造品出荷額 事業所数 

  額（万円） 
全国

順位
数 

全国

順位 
情報通信機械器具製造業 66,528,340 6 134 5 
化学工業 40,004,436 20 97 17 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 38,464,176 12 195 6 
輸送用機械器具製造業 30,966,698 25 136 23 
電気機械器具製造業 26,071,088 18 185 19 
金属製品製造業 25,227,523 19 388 21 
食料品製造業 25,138,739 31 517 24 
飲料・たばこ・飼料製造業 22,887,089 13 81 20 
業務用機械器具製造業 21,291,039 11 123 14 
非鉄金属製造業 16,934,273 17 67 16 
ゴム製品製造業 16,197,039 6 63 16 
窯業・土石製品製造業 15,664,472 19 250 17 
プラスチック製品製造業 14,481,202 21 221 22 
パルプ・紙・紙加工品製造業 13,392,725 14 84 22 
はん用機械器具製造業 13,308,721 23 103 21 
生産用機械器具製造業 11,365,458 30 305 23 
鉄鋼業 8,318,666 27 66 19 
家具・装備品製造業 6,503,285 10 99 23 
木材・木製品製造業（家具を除く） 5,039,490 15 138 21 
繊維工業 4,741,716 25 359 16 
印刷・同関連業 4,126,139 27 156 21 
その他の製造業 3,154,660 30 156 20 
石油製品・石炭製品製造業 1,166,167 25 24 16 
なめし革・同製品・毛皮製造業 1,114,850 7 41 8 

出典：平成 24 年経済センサス 
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図 9 福島県医療機器生産金額 

 
出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報」平成 18 年～平成 25 年 
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２．県内企業による知財活用事例 

（１） 北陽電機株式会社 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福島県東白川郡矢祭町関岡堰場 136 
・設立 ：1967 年 
・資本金：5,000 万円 
・事業内容：医療用・民生用 電気機械器具の開発，設計，製造 

② 事業概要および特徴 

・ 以前は TDK や日立工機等大手企業に対して電気部品（コイルやプリンタ

ー用ハンマコイル等）の供給を行っていた。平成 15 年より福島県立医科

大学大戸教授を中心に血漿融解装置（以下 FP-40）の共同研究をスター

トし、平成 17 年に医療機器製造業の許可を取得し、販売を始めた。 
・ 現在は、電気機械器具及び医療用

機械器具の製造販売を行ってい

る。売り上げ比率は半々程度であ

る。FP40 は販売から約 10 年間

で、約 1300 台の販売実績がある。 
・ これまでの水を使用した FFP 解

凍器に加え、現在水を使用しない

タイプの FFP 解凍器の開発を行

い、平成 26 年に特許を取得して

いる。 
写真：FFP 製剤を最適な条件で安全に解凍するための 

医療機器（血漿融解装置）FFP 解凍器 FP-40 

提供：北陽電機株式会社 

２）知財事例 

① 独自技術の裏付けとして特許を取得 

・ 福島県立医科大学から血液を解凍できる装置の開発要望があり、技術と

マッチしたことから共同研究が始まった。 
・ 特許による独自技術の裏付けがメリットになると感じた。トラブル回避

の目的も特許取得を行う理由となった。 
② 震災復興支援などの支援策を活用 

・ 「震災復興支援早期審査・審理制度」を活用して短期間で特許が取得で

独自技術開発により部品供給企業から自社製品販売企業へ転換 
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きた。 
国際特許及び海外の知的財産情報は、JETRO や専門家、コーディネータ

等より情報収集を行っている。 
・ FFP 製品の海外への販売を検討していたが、海外の類似製品情報や国際

特許出願方法等に分からない点が多く、海外の情報収集、販売ノウハウ

不足が課題となっていたため、以前から親交のあった福島県知財総合支

援窓口担当者より東北経済産業局特許室の平成26年企業集中支援事業の

紹介を受け利用した。支援事業により全 4 回にわたる企業集中支援を受

けた。支援内容は、先行技術例、血漿解凍関連論文、外国商品の情報提

供、海外展開時の課題への助言、集中支援会議等の調整であった。JETRO
福島では、デュッセルドルフ・パリと連携して海外の血液解凍に関する

情報の調査報告を受け、海外で活躍するドクターとの国内面会を仲介し

てもらい、意見交換を行う場が設けられた。 
③ 部品供給から自社製品販売への転換 

・ 特許を取得したことで売上等が増加するといった変化は起こっていない

が、自社製品を開発・製造する体制になったことで、部品供給のみを行

っていた時と比べて、最終販売製品をつくる上での責任、デザイン力、

ユーザーを意識した製品づくりといった意識の変化が生まれた。同時に

企業名の知名度が向上した。 
・ 現在の年間売り上げは 1 億 1 千万円～2 千万円であり、ここ数年一定で

ある。部品供給が減少し、FP 販売が増加することで一定を保てている状

況を勘案すると、FP を開発製造せず部品供給にとどまっていた場合は、

売り上げは減少していたと思われる。 
・ 血液解凍装置というニッチな市場のニーズと企業規模がマッチしたこと

が成功の要因である。10 年間で 1300 台の販売という実績は大手医療機

器メーカーにしては規模が小さく、医療機器の価格も低いため手を出さ

ない市場であった。製品規模、需要量、価格といった規模が中小企業に

合っていた。海外製品には同様の医療機器があったが、価格が高かった

ため国内市場に入ることができた。 
・ 次機種については、国内特許は取得しているものの開発途中であり、ま

だ販売実績はない。医療機器を販売するにあたっては特許のほか CE マ

ーク、ISO といった許可も多く必要であり、リスク管理体制も整えなけ

ればならない。海外では各国ごとの販売許可を取得する必要がある。 
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（２） 会津よつば農業協同組合 

 
 

１）団体概要 

① 基本情報 

・所在地：福島県会津若松市扇町 35‐1 
・設立 ：平成 28 年 3 月 1 日 
・出資金：209 億 3,800 万円（平成 26 年） 
・事業内容：金融事業、共済事業、購買事業、販売事業等 
② 事業概要および特徴 

・ 会津よつば農業協同組合では金融事業を始め複数の事業を実施している。

その中で、生産者より生産物の委託販売を行う販売事業において「南郷

トマト」は地域団体商標を取得した会津みなみ地域における代表的な生

産物である。 

・ 南郷トマトの歴史は古く、栽培を開始してから今年で 53 年目を迎えてい

る。旧南郷村（現在の南会津町）のトマト研究会からスタートし、当初

の作付面積は 50ａ、14 名の生産者であった。その後、生産組合と名称を

変え、現在では 3405a、124 名の生産者によって生産されている。 
 

 
 

                            

 

写真：（左）生産の様子（中央・右）秋味 南郷トマトパッケージデザイン 

提供：南郷トマト振興協議会 

２）知財事例 

① 品質確保とブランド維持のため地域団体商標を取得 

・ 商標を取る前には、南郷トマトと称するトマトが多く出回り、品質が劣

るものが多かった。直売所でも「南郷トマト」の名前が使用されており、

品質確認はできない状況であった。品質確保の動きを進めるうえで、地

域団体商標を取得していることは無断で使用されている表示について利

用停止を伝える対抗手段として有利なものである。 
・ 地域団体商標取得後は、南郷トマトの名称で出荷されるトマトは JA の選

果場を通過したトマトだけに絞られている。生産組合で作成された生産

指針により生産され、生産履歴の確認や放射能検査を受け安全を確認さ

れた商品となっている。 

南郷トマトのブランド力により震災後も信頼を維持 
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・ 秋に出荷するものを南郷トマト秋味として売り出している。 
・ 平成 16 年より雪室が稼働し、収穫されたものを一度雪室で保存し、冷気

により引締め鮮度を維持できるよう物流方法を変更した。朝収穫したト

マトを一度雪室で保存し、その後発送、店舗に

夕方に届き、翌朝には販売できる。また、市場

に先に情報を流すことで、取引をスムーズに行

えるようになった。これまでは常温保存し出荷

していたが、鮮度維持が容易になり品質向上に

つながった。 

② ブランド力強化により震災後も信頼を維持 

・ 2011 年は 3 月に震災、7 月に新潟・福島豪雨による水害があった大変な

年であった。トマトの播種は 4 月から開始するが、生産したトマトが販

売できるか、購入してもらえるかという大きな不安に駆られるなか、取

引企業からいち早く今年もトマトの取引を行う旨の連絡をもらえたこと

は、続けていくうえで大きな力となった。 
・ 福島県産ということで、取引を停止する企業も多かった。パートナー店

と呼んでいる「南郷トマト」の品質、思い入れを理解してくれる店との

取引を強化することで、現在のブランドを築き上げている。震災の影響

により取引先とのきずなは深くなった。 
・ 震災後、南郷トマトの 50 年の歴史を実感する体験があった。今後のトマ

トの生産を悩むなかで「購入するので生産を続けてくれ」と言った消費

者の声を聞き、作らずにはいられなかった。50 年の歴史が信頼を作り、

産地を信用してもらえたと思っている。震災は生産者にとっても、「南郷

トマト」にかかわる関係者にとっても転機となった。 
③ 「南郷トマト」で地域活性化 
・ 農作物不利地域においてトマトを選んだことが成功の要因として大きい。

南郷トマトとしての品質向上のため、生産者同士で技術を教えあい、生

産体制を整えていった。 
・ 地域団体商標は取ってすぐに評価されるものではないが、品質や価格の

底上げに役立っている。生産者の安定出荷への責任、意識の向上に貢献

する部分は大きく、「南郷トマト」と書かれた箱で出荷するものに対して

の品質維持に対する意識は強い。 

・ 南会津では I ターンといった転入者が増えている。転入者はトマトの生

産という仕事を軸として地域への転入を決めている。また、行政一体と

なって転入者支援を行っており行政は住居の提供も行っている。23 年間

で 20 世帯以上の転入があった。 

写真：雪室保存の様子 

提供：南郷トマト振興協議会 
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（３） 会津若松市役所 

 
 

１）団体概要 

① 基本情報 

・所在地：福島県会津若松市東栄町 3 番 46 号 
② 事業概要および特徴 

・ 観光課で商標を取って観光戦略として活用しているものは「ハンサムウ

ーマン」と「会津侍／若松っつん」である。 
・ 「ハンサムウーマン」は NHK 大河ドラマの「八重の桜」の主人公であ

る新島八重を連想させるキーワードとして、会津への観光客誘致・PR の

促進を行う際に使用した。テレビ放映後も自立した会津の女性のイメー

ジとして定着させたいと取り組みを続けている。 
・ 「若松っつん」は大河ドラマ放映中の人気を一過性のもので終わらせな

いよう取り組んだ「観光誘致メディア戦略事業」で生み出されたもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

    

２）知財事例 

① 商標を活用した観光戦略を推進 

・ 「ハンサムウーマン」という言葉自体は、新島八重を紹介する際のキー

ワードとしてテレビで使用されていたものである。また、「八重の桜」放

映中に実施していた「ハンサムウーマン八重と会津博 大河ドラマ館」

の運営は、期間を区切った事業であったため、商標登録は検討されてい

なかった。しかし、民間企業が「ハンサムウーマン」を商標登録しよう

とした際に、会津若松市で広く使用されているため許可されなかったと

いう経緯を聞き、市として今後の PR 継続活動を行うにあたりイメージダ

ウンを防ぐ目的で商標登録を行った。当初申請を行った企業とは、もめ

ることなく出願した権利を譲り受け、手続き代理人についても、継続し

て同事業者に委任したことでスムーズな出願となった。 
・ 「若松っつん」については、事業開始当初から今後の認知度向上を見据

商標取得により権利が明確になり利用が拡大 

写真：（左）八重と会津博ロゴ（右）若松っつん土産物パッケージ 

提供：（左）会津若松市、（右）NTT データ経営研究所にて撮影 
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えて商標登録を行い、権利関係を整理していくよう対応していた。 
② 観光客誘致、市の PR 活動で活用 

・ 「ハンサムウーマン」については、申請による許可制で、無料で利用を

認めている。これまでに 6 件の申請があり、利用されている。男女共同

参画セミナーや八重に関するイベント等での利用が主である。 
・ 無断利用については調査を行っていないが、市のイメージダウンつなが

るものには対抗していきたいと考えている。入込客数等、商標登録前後

での定量的な変化は見られなかったが、取得したことでイメージダウン

を防ぐことができた。 
・ 「若松っつん」についても、申請による許可制で、無料で利用を認めて

いる。平成 26 年度 20 件、平成 27 年度 13 件という利用実績がある。主

に土産物品での利用が多い。土産物製造業者の中には、利用するために

登録されるのを待っていて、登録後すぐに問い合わせをしてきた企業も

あった。商標登録により権利がどこにあるか明確になったことは、利用

のしやすさにつながった。 
・ 土産物品になったことで知名度が上がり、「若松っつん」のフェイスブッ

クのフォロワーも徐々に増えている。現在 6 千人程度である。 
・ 震災以降、落ち込んだ入込客数は大河ドラマ「八重の桜」の放映により

震災前以上となったが、大河ドラマ終了後には減少し、現在は震災前よ

り少し少ない状況である。観光客誘致の一環として今後も 2 つの商標に

よる PR は続けていく予定である。 
③ 商標取得により権利が明確になり利用が拡大 

・ 大河ドラマ「八重の桜」放映の機会に合わせて「ハンサムウーマン」と

いうイメージワードで観光客誘致、市のイメージアップを行ったことが

成功の要因といえる。 
・ 「若松っつん」の権利を当初より市が管理し、明確にしたことで企業も

利用しやすくなり、お土産物品等でも使用されていることはキャラクタ

ーを周知していくうえでの成功要因だったと考えている。 
・ 無断利用を防ぎ、イメージダウンを食い止めることに商標取得の効果を

感じている。 
 
 
 
 
 
 

写真：（左）「会津侍若松っつん」（右）ハンサムウーマン MAP イラスト 

提供：会津若松市 
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（４） 東北グリーン興産株式会社 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福島県岩瀬郡鏡石町境 172 
・設立 ：昭和 47 年 11 月 27 日 
・資本金：1,000 万円 
・事業内容：外壁総合メンテナンス（洗浄・塗装・防水他）、ゴルフ場

の芝及びバンカーの水はけ改良・芝の活性化工事、防災

井戸の掘削工事、不動産の賃貸借、管理、旅館業  
② 事業概要および特徴 

・ 現在の主な事業は、ゴルフ場のバンカーの清掃と水はけを良くする整備

事業であり、特許（特許第 5010572 号「湿潤地面の排水用空洞穴構造、

及びこれを用いた芝面の排水促進方法」特許第 4851616 号「ゴルフ場の

バンカー砂の洗浄工法」特許第 4636290 号「芝生の透水性回復工法」）

技術により事業を行っている。 
・ 新たな事業として自家水道システムの開発に取り組んでいる。井戸を掘

って地下水を濾過して利用するシステムであり、省エネにつなげる狙い

もある。井戸の採掘から地下水の濾過まで一貫して行える技術を持って

いることが特徴である。 
・ その他、NEDO 事業として日本大学の小熊教授と農業改革につながるビ

ジネスに取り組んでいる。ビニールハウス内の温度管理を地下水による

熱交換システムを使用して 1 年中低コストで利用できるようにすること

を考えている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

      写真：東北グリーン興産開発の特許工法  

            空井戸へ導水する暗渠排水板の設置作業  

   提供：東北グリーン興産株式会社  

強みを持つ技術を特許で保護し代理店・ライセンス契約で事業を展開 
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２）知財事例 

① 強みを持つ技術を特許で保護し代理店・ライセンス契約を展開 
・ 事業当初から新規の技術開発は特許で保護してきた。 
・ 特許取得の目的は、事業目標とする代理店契約、ライセンス契約を行う

ためである。特許による自社の技術であるという証明が重要となる。 
・ ゴルフ場のバンカーの水はけを良くする整備技術で特許を取得しており、

これらの技術や道具をライセンス契約を結んだ代理店に譲渡し事業を展

開していく予定である。 
 
 
 
 
 
 
 

写真：東北グリーン興産開発の特許工法  

逆洗浄ノズルによるバンカー砂の逆洗浄作業  

        提供：東北グリーン興産株式会社  

 

② 震災復興支援などの支援策を活用 
・ 「震災復興支援早期審査・審理制度」を活用し 3 か月程度で特許を取得

した。 
・ 知財総合支援窓口や地域の支援機関より、補助事業の活用方法、申請方

法の相談、既存技術の検索等の支援を受け、最終的な出願まで至った場

合には弁理士に依頼をしている。 
 

③ 特許がビジネス成功の核 
・ 事業を始めた当初から、新しい技術を開発したら特許を取得してきたた

め、特許活用前後の数字的な変化は言えないが、12 年間事業を継続し、

技術開発を経てビジネスモデルを作ることができたのは、特許を取得し

ている成果によるところも大きい。震災後も売り上げは維持されており

大きな変動はなかった。 
・ ゴルフ場の水はけ改良技術については、現在ライセンス契約を結ぶべく

覚書を取り交わしている最中である。今後は、東京と神奈川に拠点を置

き、代理店契約に繋げていく考えである。すでに東京・神奈川の 2 社か

ら代理店契約（ライセンス契約）の話が来ている。 
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Ⅲ．参考資料 

１．県内の産業の現状 

（１） 人口および世帯数 

平成 23 年に発生した東日本大震災における影響は大きく、平成 23 年に人口が大きく減

少し平成 24 年に若干増加するものの年々減少傾向にある。 
 

図 10 福島県の人口および世帯数の推移 
（単位：人）

 
出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 
表 12 福島県の人口および世帯数 

年 男 女 人口 世帯数 

21 年 1,005,142 1,058,627 2,063,769 745,762

22 年 998,942 1,052,684 2,051,626 749,760

23 年 923,537 973,892 1897,429 703,832

24 年 971,512 1,020,353 1991,865 747,619

25 年 964,940 1,015,319 1980,259 754,115

26 年 964,124 1,011,972 1976,096 760,145

27 年 960,877 1,004,509 1965,386 767,059
出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 
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（２） 業種別企業数 

 企業数では卸・小売業について建設業、宿泊業・飲食サービス業が多いことが分かる。 

 

図 11 福島県における業種別企業数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：経済センサス（平成 21 年・24 年・26 年） 
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（３） 規模別事業所数 

 規模別事業所数の推移では、平成 21 年から平成 24 年の間に事業所数は減少している。 

 
表 13 事業所数（規模別） 

福島県 従業者規模 
H21 H24 

事業所数  従業者数(人) 事業所数  従業者数(人)
A～R 全産業(S 公務を除く) 98,596 872,919 86,170 782,816

   1～4 人 60,471 128,520 52,185 111,776

   5～9 人 18,891 123,503 16,582 108,329

   10～29 人 14,032 223,488 12,722 203,644
   30～49 人 2,460 92,592 2,180 82,422
   50～99 人 1,576 107,796 1,445 98,990
   100～299 人 772 119,389 670 103,772
   300 人以上 135 77,631 129 73,883
  出向・派遣従業者のみ 259 257 -

出典：経済センサス（平成 21 年・24 年） 
 

図 12 従業員規模別事業所数の割合 

 

出典：経済センサス（平成 24 年） 
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（４） 製造品出荷額 

産業中分類別製造品出荷額では、情報通信機械器具製造業、化学工業が多い。全国順位

で見ると情報通信機械器具製造業、ゴム製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業が高

い。 
 

図 13 福島県における製造品出荷額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：経済産業省工業統計調査 平成 21 年～25 年 
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表 14 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 

  製造品出荷額 事業所数 

  額（万円） 
全国

順位
数 

全国

順位 
情報通信機械器具製造業 66,528,340 6 134 5 
化学工業 40,004,436 20 97 17 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 38,464,176 12 195 6 
輸送用機械器具製造業 30,966,698 25 136 23 
電気機械器具製造業 26,071,088 18 185 19 
金属製品製造業 25,227,523 19 388 21 
食料品製造業 25,138,739 31 517 24 
飲料・たばこ・飼料製造業 22,887,089 13 81 20 
業務用機械器具製造業 21,291,039 11 123 14 
非鉄金属製造業 16,934,273 17 67 16 
ゴム製品製造業 16,197,039 6 63 16 
窯業・土石製品製造業 15,664,472 19 250 17 
プラスチック製品製造業 14,481,202 21 221 22 
パルプ・紙・紙加工品製造業 13,392,725 14 84 22 
はん用機械器具製造業 13,308,721 23 103 21 
生産用機械器具製造業 11,365,458 30 305 23 
鉄鋼業 8,318,666 27 66 19 
家具・装備品製造業 6,503,285 10 99 23 
木材・木製品製造業（家具を除く） 5,039,490 15 138 21 
繊維工業 4,741,716 25 359 16 
印刷・同関連業 4,126,139 27 156 21 
その他の製造業 3,154,660 30 156 20 
石油製品・石炭製品製造業 1,166,167 25 24 16 
なめし革・同製品・毛皮製造業 1,114,850 7 41 8 

出典：平成 24 年経済センサス 
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（５） 県民総生産 

福島県における県民総生産額は、平成 24 年度で 6 兆 8069 億円である。人口変動と同様

平成 23 年度に極端に減少し、翌年の平成 24 年度に大幅に増加している。 

 

図 14 福島県における県民総生産の推移 
                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度） 

 
 
 
 
 
 
 

出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度） 
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２．知財に関する現状 

（１） 企業や大学研究期間等における研究開発費 

 福島県内大学研究機関等の研究開発費の推移は以下の通りである。共同研究および受託

研究の合計受入額は、東日本大震災があった平成 23 年までは横ばいもしくは微増傾向にあ

ったが、震災以降は各機関により大幅な変動が起こっている。 
 

表 15 大学研究機関等の研究開発費 

  
共同研究 受託研究 合計 

件数
受入額 
（千円）

件数
受入額

（千円）
件数 

受入額（千

円） 
福島大学 H21 23 14,160 29 123,412 52 137,572

H22 25 13,821 20 116,621 45 130,442
H23 27 20,927 33 155,199 60 176,126
H24 32 42,464 45 208,073 77 250,537
H25 28 17,366 45 165,331 73 182,697

福島工業高等専門学校 H21 10 5,060 8 5,721 18 10,781
H22 15 5,923 11 9,140 26 15,063
H23 12 6,890 9 9,525 21 16,415
H24 15 7,386 8 5,369 23 12,755
H25 12 4,714 10 7,888 22 12,602

福島県立医科大学 H21 17 17,773 47 276,795 64 294,568
H22 20 22,746 56 276,004 76 298,750
H23 20 40,105 63 293,837 83 333,942
H24 18 16,190 65 82,925 83 99,115
H25 22 50,823 76 118,397 98 169,220

会津大学 H21 8 5,967 9 40,690 17 46,657
H22 8 16,007 11 66,041 19 82,048
H23 9 19,742 9 41,355 18 61,097
H24 8 7,384 16 96,871 24 104,255
H25 6 9,100 13 64,914 19 74,014

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年 
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図 15 大学研究機関等の研究開発費の推移 

 
出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年 

 
 

（２） 特許等の発明者数・創作者数 

福島県内の発明者数および創作者数は以下の通りである。 

 
図 16 発明者数および創作者数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 
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（３） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている福島県内の弁理士事務所数は 11 箇所である。 
 

表 16 福島県内の弁理士事務所 
 事務所名 

1 梓特許事務所 会津若松連絡所  
2 梓特許事務所 東北支所  
3 アノア国際特許商標事務所福島オフィス  
4 伊藤特許事務所  
5 海嶺知財経営コンサルタント事務所  
6 Ｊ－ｓｔａｒ国際特許商標事務所東北オフィス  
7 特許業務法人創成国際特許事務所福島事務所  
8 水野特許商標事務所  
9 ミナスム特許事務所  
10 ＹＯＫＯＳＨＩＭＡ＆ＹＯＫＯＳＨＩＭＡ特許事務所  
11 吉川特許事務所  

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 

 
（４） 地域団体商標の取得団体 

福島県内で地域団体商標を取得している団体は 4 団体である。 
 

表 17 地域団体商標の取得団体 

 団体名 地域団体商標 

1 会津みなみ農業協同組合 南郷トマト 

2 土湯温泉旅館事業協同組合 土湯温泉 

3 会津味噌協同組合 会津みそ 

4 大堀相馬焼協同組合 大堀相馬焼 

出典：地域団体商標ＭＡＰ※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 

 

（５） 国・地方公共団体・関係機関による表彰企業リスト 

 平成 22 年～平成 27 年の間で、知財功労賞を受賞した福島県内企業は 1 社のみである。 
「知的活用事例集 2014」掲載企業は 5 社である。 
 
 平成 24 年度特許庁長官表彰 知的財産権制度活用優良企業等（特許活用） 

1 株式会社アサカ理研 

出典：特許庁ホームページ 
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表 18 知的財産権活用事例集 2014 掲載企業 
 企業名 業種 

1 あぶくま食品株式会社 食品・飲料 
2 株式会社福島エコロジカル 建築建設関連製品・同用具 
3 株式会社アサカ理研 化学・プラスチック・材料 
4 株式会社コンド電機 IT・電気機器・電子機器・分析機器 
5 フロンティア・ラボ株式会社 IT・電気機器・電子機器・分析機器 

出典：特許庁「知的財産権活用事例集 2014」より 

 

（６） 産学連携等の実績 

 福島大学は全国 301 機関中、特許権実施等収入 77 位である。 
 

表 19 福島県における大学等産学連携等実施状況 

機
関
名 

国
公
私
種
別 

大
学
・
短
大
等
分
類 

特
許
出
願
件
数 

特
許
権
実
施
等
件
数 

特
許
権
実
施
等
収
入 

（
金
額
：
千
円
） 

特
許
保
有
件
数 

実
施
許
諾
中
特
許
権
数 

ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ

収
入
の
あ
っ
た
特
許
権
数 

福島大学 国立 大学 18 39 1,815 41 29 12 
福島工業高等専門学校 国立 高専 3 0 0 0 0 0 
福島県立医科大学 公立 大学 4 0 0 0 0 0 

出典：文部科学省 平成 26 年度「大学等における産学連携等実施状況について」 
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３．知財に力を入れている教育機関 

 福島県内教育機関では教育機関が保有する技術等を知的資源と位置づけ管理活用するこ

とを目的にセンターを設置している。知財教育として行われたプログラムは、福島工業高

等専門学校の「知的財産・コンテンツ関連教育の推進」が挙げられる。 

 

大学名 部署 知財に関する取組概要等 

福島大学 地域創造支援セ

ンター（CERA) 
福島大学の研究を県内企業に活用してもらうために

研究内容を広く公表し、企業との連携による共同研

究・受託研究等の窓口として活動している。 
福島県立医科大

学 
産学官連携推進

本部（平成 24 年

４月設置） 

県内の産学官連携の地域中核拠点（ふくしま医療-
産業リエゾン支援拠点）を活用して、創薬支援事業

や医療機器等の研究開発に取り組み、産業・経済の

振興に貢献することを目的に活動している。 
福島工業高等専

門学校 
・地域環境テクノ

センター

（CETCL) 

研究・教育の成果や試験・分析・教育技術等を地域

の産業や文化の発展に積極的に貢献することを目的

として設置された産学官民の連携を推進するための

支援機関。 
 

文部科学省が実施する「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」に平成

19 年採択され「知的財産・コンテンツ関連教育の推進」を実施。 
会津大学 産学イノベーシ

ョ ン セ ン タ ー

（UBIC) 

地域や企業に開かれた産学官連携の総合窓口として

相談・研究シーズとのコーディネートを行っている。

産学官連携コーディネータも設置されている。 
いわき明星大学 産学連携研究セ

ンター

（IMUCRC) 

地域発展の社会に寄与し、地域及び民間機関などと

の連携を深めるために、技術支援、公開講座、理工

学セミナーの開催、地元企業との共同研究・委託研

究・地域産学官民の連携の促進、最新技術の擁立な

どを行っている。 
日本大学工学部 日本大学産官学

連携知財センタ

ー（NUBIC) 

技術に関する研究成果等の民間事業者への移転を推

進する機関。コーディネータも設置されています。

出典：各大学のホームページ 

 

上記の他、県内 16 の大学・短大・高等専門学校にて「アカデミア・コンソーシアムふく

しま」を構築し教育連携の中で、「真の学力」の追求、「福島で学ぶことの意義」を活かす

ための事業展開を行っている。教育連携以外にも、研究連携や地域連携を行っている。 
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表 20「アカデミア・コンソーシアムふくしま」会員機関 

1 公立大学法人 会津大学 

2 学校法人明星学苑 いわき明星大学 

3 学校法人晴川学舎 奥羽大学 

4 学校法人郡山開成学園 郡山女子大学 

5 学校法人日本大学 日本大学工学部 

6 学校法人昌平黌 東日本国際大学 

7 学校法人福島学院 福島学院大学 

8 公立大学法人 福島県立医科大学 

9 国立大学法人 福島大学 

10 放送大学学園 放送大学福島学習センター 

11 公立大学法人 会津大学短期大学部 

12 学校法人昌平黌 いわき短期大学 

13 学校法人郡山開成学園 郡山女子大学短期大学部 

14 学校法人コングレガシオン・ド・ノートルダム 桜の聖母短期大学 

15 学校法人福島学院 福島学院大学短期大学部 

16 独立行政法人国立高等専門学校機構 福島工業高等専門学校 

出典：「アカデミア・コンソーシアムふくしま」ホームページ 

 

図 17 「アカデミア・コンソーシアムふくしま」会員 MAP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「アカデミア・コンソーシアムふくしま」ホームページ 
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４．支援機関 

福島県内の支援機関は以下のものがある。 

＃ 名称 所在地 連絡先 支援概要 

1 知財総合支援窓

口 
 

一般社団法人福

島県発明協会内 
024-963-0242 中小企業等が企業経営の中で

抱えるアイデア段階から事業

展開までの知的財産に関する

悩みや課題を一元的に受け付

け、知的財産に携わる様々な専

門家や支援機関と共同してそ

の場で解決を図るワンストッ

プサービスを提供している。 

公益社団法人い

わき産学官ネッ

トワーク協会内

0246-21-7570

2 一般社団法人福

島県発明協会 
郡山市待池台 1
－12 福島県ハ

イテクプラザ 2
階 

024-963-0242 無料発明相談、各種セミナー開

催、知財総合支援窓口の運営以

外に、知的財産に関するトータ

ル的な支援を行う「ワンストッ

プサービス」及び「書籍の斡旋

販売」等も行っている。 
3 公益財団法人福

島県産業振興セ

ンター 

福島市三河南町

1 番 20 号 コラ

ッセふくしま 6
階 

024-525-4070 中小企業の経営資源確保の支

援に関する事業を行っている。

4 福島県ハイテク

プラザ 
福島県郡山市待

池台 1 丁目 12 番

地 

024-959-1741 県内モノづくり産業の技術基

盤の高度化を図ることを目的

に「技術相談・移転」「技術開

発」支援を行っている。 
5 福島県商工会連

合会 
福島市三河南町

1-20 コラッセ

ふくしま 9 階 

024-525-3411 経営支援サイト、福島美味プロ

ジェクトの実施運営等知的財

産サポートサービスを行って

いる。 
6 福島県商工会議

所連合会 
福島県福島市三

河南町 1 番 20 号 
コラッセふくし

ま 8 階 

024-536-5511 県内商工業の総合的な改善発

達及び地域経済の振興発展等

を行っている。 

出典：各機関のホームページ 
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Ⅰ．福井県の知財の現状 

１．知財戦略 

福井県では、平成 15 年 12 月に策定した「挑戦ふくい―福井県経済社会活性化プラン―」

に基づき、知的財産の創造・保護・活用を促進することにより、広く県内企業の競争力を

強化し、ものづくり技術等をさらに確固たるものとするため「福井県知的財産活用プログ

ラム」を平成 17 年 3 月に策定した。 

本プログラムでは、知的財産の創造・保護・活用に関する企業、大学・公的研究機関、

産業支援機関における課題を明らかにするとともに、今後、県として取り組むべき施策の

基本方針と具体的方策を示しており、企業の知的財産を大切にする意識を醸成するととも

に、福井県固有のものづくり技術や他県と比べて優位性を有する技術蓄積を活かして、県

内の産・学・官が一体となって知的財産の創造・保護・活用に取り組むことにより、県内

産力の強化を図ることを目標としている。 
 

福井県の基本方針は以下の三点である。 

① 知的財産の戦略的な活用に関する企業の意識を醸成する 

② 県研究機関において、有益な知的財産を創造し、企業への技術移転を拡大する 

③ 知的財産を重視した経営を行う企業への支援を拡充する 

 

２．出願動向 

（１） 出願・登録状況 

福井県では、四法別の出願比率では意匠が高いという特徴が見られる。特許等および地

域団体商標の出願件数下表の通りである。 
 

表 1 福井県における特許等の出願及び登録の状況 
四法 件数 出願順位（全国） 

特許 
出願 540 

27 位 
登録 321 

実用新案 
出願 64 

18 位  
登録 65 

意匠 
出願 238 

16 位  
登録 295 

商標 
出願 420 

31 位  
登録 389 

国際出願（特許） 45 28 位  
国際出願（商標） 16 15 位  

出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 
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図 1 四法別出願件数の比率（福井県）   図 2 四法別出願件数の比率（全国） 

   
出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

 
図 3 発明者数および創作者数 

 

出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 
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（２） 地域団体商標取得状況 

 福井県では、16 件の地域団体商標を登録しており、そのうち 1 件が加工食品、2 件が観

光地、7 件が工芸品の登録となっている。出願順位は全国で 17 位である。 
 

表 2 地域団体商標の取得状況 
登録件数 出願件数 出願順位（全国） 

16 23 17 
     

  登録名称 種別 
1 越前水仙 

農作物 
2 越前さといも 
3 若狭かれい 

海産物 
4 越前がに 
5 若狭ぐじ 
6 若狭ふぐ 
7 越前・若狭の地酒 加工食品

8 越前漆器 

工芸品 

9 越前竹人形 
10 若狭塗箸 
11 越前瓦 
12 越前打刃物 
13 越前織 
14 越前和紙 
15 芦原温泉 

観光地 
16 あわら温泉 

出典：地域団体商標ＭＡＰ※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 
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 図 4 地域団体商標取得団体の分布 MAP  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：白地図をベースに NTT データ経営研究所にて作成         

 写真出典：「地域団体商標事例集 2015」より  
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３．支援人材 

（１） 弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人数 

 福井県の弁理士登録人数は 2010 年から横ばいで、2014 年末時点で 12 人である。 
 

図 5 福井県における弁理士登録人数の推移 

 

出典：特許行政年次報告書（統計・資料編）2011～2015 年 

 
表 3 知財総合支援窓口 支援人数 

窓口担当 配置弁理士 配置弁護士 合計 

4 4 2 10 
出典：特許庁普及支援課 

 

表 4 知的財産管理技能士数と全国順位 
1 級 2 級 3 級 合計 全国順位 
10 66 91 167 35 位 

出典：知的財産管理技能検定ホームページ 
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（２） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている福井県内の弁理士事務所数は 14 箇所である。 
 

表 5 福井県内の弁理士事務所 
1 芦田・木村国際特許事務所 福井事務所 

2 荒木特許事務所 福井オフィス 

3 英伸国際特許事務所 福井支所 

4 岡本特許事務所  

5 川崎特許事務所 

6 北川国際特許商標事務所 

7 高島内外国特許事務所 

8 戸川特許事務所 

9 平崎特許事務所 

10 フェニックス特許事務所 

11 フェニックス特許事務所 第 2オフィス 

12 弁理士橋本事務所 

13 ポプラ国際特許事務所 福井ブランチ 

14 増田特許商標事務所 

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 

 

４．支援推進体制 

福井県では、産業労働部地域産業・技術振興課と福井県工業技術センターが、工業関連

特許を中心とした知的財産に関する業務を担っている。産業労働部地域産業・技術振興課

では、福井県工業技術センターにおいて発明された特許等に関する各種調整や、福井県内

にある企業や団体、個人に対する知的財産に関する支援や意識啓発活動を行っている。 
福井県工業技術センターは、福井県の地場産業である繊維産業振興を目的として明治３

５年に設立され、これまで県内産業振興のための様々な研究を実施してきた。現在は、地

域科学技術振興研究事業、地域資源活用共同研究事業等で 11 の研究事業を実施しており、

知的財産に関しては、研究から生まれた特許等の出願・維持を行うなどの管理業務を行っ

ている。県内企業に対しては、共同研究の実施等により、新たな技術開発や発明の促進お

よび県有特許の実施許諾を行うことで技術的に支援している。 
また、県と公益財団法人ふくい産業支援センター等が一体となり産学官共同研究プロジ

ェクトを積極的に推進し、県内企業の知的財産の創出を支援している。なお、平成２７年

６月には、県内企業や大学・高専、公設試等の研究機関に金融機関を加えた、産・学・官・

金が連携し、課題解決にあたる「ふくいオープンイノベーション推進機構」を設立し、研

究開発力の向上を図る体制を築いたところである。 
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５．支援事業 

（１） 県による事業 

福井県で実施する知財関連事業には、主に県が所有する特許の実施許諾、県による特許

出願と維持、技術開発および海外出願に関わる補助金がある。福井県工業技術センターで

は、福井県の産業の特徴と課題を踏まえ、先端的な研究から県内企業が抱える技術的課題

の解決に向けた共同研究など幅広い分野での研究開発を実践している。これらの研究から

生まれた県有特許等の出願や維持、実施許諾に関して、平成 26 年度福井県工業技術センタ

ーの歳出決算で、「県有知的財産管理活用事業」として 16,666（千円）が計上されており、

優れた知的財産権の保護と技術移転を促進している。 
 
【福井県工業技術センターによるこれまでの主な支援事例】 
・（株）ミツヤ（福井市）、（株）SHINDO（あわら市）に対する支援 

航空エンジン部材用炭素繊維複合材料基材等 
・（株）シャルマンのレーザー微細接合技術の医療分野への展開に対する支援 

チタン製メガネフレームのレーザー微細接合技術を活かし、患者の身体的負担を軽減

し、術者の操作性を格段に高めるための今までにない製品の開発に取り組んでいる。 
・（株）下村漆器店の超耐久性プラスチック食器実現に関する支援 

超耐久性プラスチック食器の実現を目指し、セラミックやコーディング技術を開発す

る産官学の共同研究グループを立ち上げた。現在はさらに技術を応用し、IH 加熱カー

ト専用システムとして全国の大規模病院などで使用されている。 
 

 

表 6 平成 27 年度 福井県の知的財産関連予算および事業 

（１） 県有知的財産管理活用事業（工業技術センター） 16,666 千円 
出典：福井県工業技術センター資料より抜粋 
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表 6 福井県内市町村の知的財産に関する取組 

 

自治体名 事例内容 
福井市 「ものづくり支援補助金」において、中小企業又はそのグループに対し、

産業財産権導入費を含む助成を行う。 

鯖江市 「新製品・新技術開発等ものづくり創造事業（チャレンジ企業応援補助金）」

において、市内の中小企業者等が行う新製品もしくは新技術の開発、特許

権実用新案権の取得など製造技術の高度化に関する事業ならびに新事業の

創出および業種転換等に関する事業を支援する。 
越前市 「新事業チャレンジ支援事業（知的財産権取得事業）」において、市内の

中小企業者等が新規性のある事業の創業、新分野への進出等の新事業の創

出を目指して行う活動及び特許などの知的財産権等取得活動に対して補助

金を交付し、地域産業の発展と雇用創出を図る。 
出典：各自治体ホームページ  
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（２） 国との連携事業 

知財総合支援窓口での支援件数および外国出願補助金採用数は毎年増加傾向にある。支

援件数は、平成 24 年から 26 年にかけて 2 倍以上の伸びを示す。説明会への参加者数は 80
人台を推移している。 

 
図 6 知財総合支援窓口における支援件数 

（単位：件）  
出典：特許庁普及支援課 

 
表 5 知財総合支援窓口における支援件数の全国順位 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

22 位 14 位 6 位 
出典：特許庁普及支援課 

 

表 7 外国出願補助金採択数 
 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 
特許 4 4 8 
実用新案 0 0 0 
意匠 0 0 0 
商標 1 2 3 
冒認対策 0 2 1 
合計 5 8 12 

出典：特許庁普及支援課 

 

表 8 知的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

81 86 82 
出典：特許庁普及支援課 
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Ⅱ．福井県の産業特性と知財活用事例 
１．産業特性 

福井県の主な産業としては合織織物を中心として総合産地を形成する繊維産業をはじめ、

機械産業、メガネ産業などが挙げられる。技術革新が急速に進んでいる中で、これらの産

業に先端技術の導入が図られている。業種別企業数を見ると建設業、製造業、卸売業・小

売業の割合だけで全体の 7 割近くを占めることが特徴である。 
 

図 7 福井県における業種別企業数の推移 

 
出典：平成 26 年経済センサス 
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表 9 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 
 製造品出荷額 事業所数 
  額（万円） 全国順位 数 全国順位

電子部品・デバイス・電子回路製造業 34,937,214 19 56 31 
化学工業 31,679,284 26 56 26 
繊維工業 26,870,790 3 676 6 
非鉄金属製造業 15,173,449 18 29 26 
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 11,371,005 24 132 26 
電気機械器具製造業 10,212,239 30 65 30 
生産用機械器具製造業 8,477,668 34 159 31 
その他の製造業(眼鏡製造業を含む) 7,859,658 19 356 6 
輸送用機械器具製造業 7,802,643 36 32 39 
金属製品製造業 6,763,659 35 186 32 
窯業・土石製品製造業 6,040,138 32 88 45 
食料品製造業 5,950,404 47 262 44 
パルプ・紙・紙加工品製造業 3,936,587 39 95 20 
鉄鋼業 2,808,694 39 28 37 
印刷・同関連業 2,525,522 33 113 30 
木材・木製品製造業（家具を除く） 2,318,225 34 82 41 
はん用機械器具製造業 1,832,423 37 38 36 
業務用機械器具製造業 1,519,410 37 18 32 
家具・装備品製造業 1,082,170 31 59 37 
情報通信機械器具製造業 823,322 34 6 35 
飲料・たばこ・飼料製造業 595,393 47 30 45 
石油製品・石炭製品製造業 376,069 39 8 41 
ゴム製品製造業 266,950 39 10 42 
なめし革・同製品・毛皮製造業 35,538 35 3 36 

出典：平成 24 年経済センサス 
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２．県内企業による知財活用事例 

（１） 株式会社秀峰 

 
 

１） 企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福井県福井市大土呂２号５－５ 
・設立 ：昭和 58 年 8 月 
・資本金：43,000 万円 

・事業内容：特殊眼鏡、特殊印刷（球面、曲面印刷）、極細配線導電印刷、 
印刷機システム販売 

・知財保有数：特許約 150 件（実用新案、意匠、商標は取得せず） 
  

２） 知財事例 

① 地場産業のメガネ関連に特化した開発と知財戦略 

・ 特許を戦略的にとらえ、特許の期限や経営戦略を考慮しながら、既存の特

許が失効しないように国際特許も含め毎年 1～2 件ずつ出すことにしてい

る。 
・ 福井という土地柄、メガネならば需要もあるであろうとメガネフレームに

図柄を印刷することから始め、自社技術を模倣されないようにするため、

特許出願に至った。 
・ 知財取得前は、特許で公開するより内部に秘めた方が良いと考えていたが、

顧客企業（携帯電話や自動車）が上場会社になったことや商社が入ること

で、顧客企業の信用を得るためにも特許を取得し始めた。特許を出すとこ

ろと出さないところは使い分ける必要がある。 
・ 特許取得に繋がった技術開発のきっかけは、結婚式の引き出物である。結

婚式の引き出物の金杯に出席者の顔写真を印刷するアイデアを持ったが、

他社では不可能と言われ、ならば自分でやってみようと現在工場のある福

井市内にプレハブを建て、研究に 3 年を費やして曲面印刷技術を完成させ

た。 
② メガネ分野から発展して他分野にも展開 

・ 「ひとがやらないことをやる」という社長のポリシー通り、当社が得意と

するのはドットの小さい印刷、極細導電配線印刷、ポリエステル材・アル

ミ材等の材料に浸透させて立体感を出す加工や、印刷マスキング技術によ

る金属エッチング加工、印刷上に異物が乗らない特殊印刷により印刷上以

顧客企業の信頼得るために特許出願を開始。 



 

14 

外が盛り上がることで手触り感、高級感を出す凹凸印刷などである。 
・ その後、当社は印刷業に特化し、福井県の特産品であるメガネ、漆器、箸

への印刷を開始した。特にメガネへの印刷技術については、当時転写紙を

使用する方法が一般的であり、時間とコストがかかる割に仕上がりが均一

でないという欠点があったが、当社の技術によりそれらの欠点は解消され

た。 
・ 平成 10 年より、さらに商売領域を広げようとメガネから携帯電話、自動

車に移行して特許を取得する。 
③ 「ものづくり日本大賞内閣総理大臣賞」受賞で士気や信用が向上 

・ 第 2 回「ものづくり日本大賞内閣総理大臣賞」を受賞した。このことによ

り、社員のプライドや士気が上がり、金融機関からも信用されるようにな

った。 
④ 社内の知財教育が今後の課題 

・ 特許事務所（東京・虎ノ門）の弁理士と連携して、社長が知財取得と管理

を行う。 
・ 課題としては、特許等の明細書の読み方や一般的なレベルの知財に関わる

知識が従業員に理解されづらいことが挙げられるが、社内で教育活動を行

ったり、弁理士の先生に依頼して講師に来てもらうことなどで少しずつ改

善している。 
・  

 
写真：特殊印刷技術例  

提供：株式会社秀峰 
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（２） 東工シャッター株式会社 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福井県鯖江市熊田町 1-100 
・設立 ：昭和 32 年 
・資本金：9,800 万円  
・事業内容：アルミ建材商品の開発、設計、生産、販売 

・知財保有数：特許 37 件、実用新案 1 件、意匠 24 件、商標 14 件 
 
② 事業概要および特徴 

・ アルミ建材製品開発、設計、製造、販売を業とする。従業員数約 170 名、

売上高約 36 億円程度。取引先は三協立山、旭化成ホームズ、LIXIL、
YKKAP、丹青社、乃村工藝社などで、販売先は東京を中心に関東圏を主

としている。 
・ 業界シェア 1 位の折れ戸に対する独自の技術力と「空間の有効利用」と

いう開発ポリシーの結晶である、製品ラインナップを強みとする。各事

業部では、より機能的で人にやさしい製品を追求し、研究開発が進めら

れている。 
・ 空間に対応させて自由に設計できるのが折りたたみ式扉の特徴である。

シースルー機能は、明るく開放的な空間を実現し、大型複合施設から一

般店舗、病院、福祉施設、文教施設（例：流山市内中学校）など幅広い

分野に採用される。多様化するニーズと独自の技術から生まれた住宅用

折りたたみ窓は、市場から高く評価されている。 
・ 特許出願することで、市場を独占できている。下枠に段差のある折りた

たみ式扉を発売した平成 17 年度に売上（面積）1,000 ㎡~1,500 ㎡だった

ところ、特許出願をしたフラット型を発売した平成 21 年度に 5,000 ㎡に

跳ね上がり、平成 26 年度には 10,000 ㎡（うち 3,600 ㎡は千葉県流山市

の小学校の大型案件）になった。他の要因もあるとはいえ、特許を取っ

たことによる効果と考える。 
・ 特にビル部門の売上が伸びている。市場が大きくなっていることもある

が、より性能が高い商品が伸びている。折れ戸は性能面が弱いイメージ

があったが、特許出願によりイメージが上がり、有名な建築家の先生が

用いるようになった。 
・ 特許で権利を独占しているため、営業社員も販売先に売込みしやすく、

福井高専と連携し、電動製品制御法搭載製品を開発、共同出願に至る。 
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営業のしやすさにもつながっている。大手の取引先は特許を保有してい

ると技術力の証明と捉え、信頼感が増す。 
 

２）知財事例 

① 他社に負けない特徴的な折れ戸を作り、知財取得 

・ 価格競争力と企業規模から、他社に負けない特徴的な商品を出す必要があ

り折れ戸を作った。知財取得は競合他社との差別化を図り、自社の製品を

守るためだ。また、知財を取得すると、大手企業から信頼を得やすくなっ

た。 
・ 建物の外装であるエクステリア、住宅、ビル・店舗の各開発メンバー（1

グループ 4～6 人）で、週に一度知財に関する勉強会を開き、競合他社の

類似製品研究を行っている。せっかく良いものを開発しても、既に他社が

特許取得していたら意味が無いため、勉強会は欠かせない。 
② 福井高専と連携し、電動製品制御法を学び、共同出願に至る 

・ 福井高専と連携し、当社に不足する電動製品制御法の知見を得ることで、

車庫前に設置する電動門扉の開閉機構を共同開発し、共同出願に至った。

電動製品制御法とは、車庫前に設置する電動門扉の開閉機構（システム）

である。 
・  

 
写真：折れ戸具体例 

提供：東工シャッター株式会社 
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（３） 福井めがね工業株式会社 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福井県鯖江市北野町 2 丁目 2-11 
・設立 ：昭和 44 年 9 月 
・資本金：8,500 万円  
・事業内容：高級メガネフレーム・サングラスの研究開発・企画・デザイン・

製造および国内・海外への販売 

・知財保有数：特許・実用新案 111 件、意匠 6 件、商標 34 件 
 
② 事業概要および特徴 

・ 高級メガネフレーム・サングラスの研究開発・企画・デザイン・製造お

よび国内・海外への販売を業としている。主力製品はメガネフレームの

中のメタルフレームで企画から製造までの全ての工程、生産業務を日本

国内で実施し、100%国産にこだわっている。 
・ 主力製品である MUGE classicMU-1009 は、クラシックスタイルをコン

セプトにデザインした新作フレームであり、チタンの無垢材を削り出し

た素材を使用している。 
 

２） 知財事例 

① トレンドのスピードに適した知財戦略 

・ 最近、堅くなりにくい 18 金（ホワイトゴールド）を素材として使う特許

を取得したが、眼鏡業界で特許を取得する意義はあまりないと考えてい

る。特許を取得しても、眼鏡の流行り廃り（トレンド）のスピードが速

いため、売れ続ける訳ではない。 
② 外国からの侵害防衛のための知財取得 

・ 国内の眼鏡業界は鯖江市に集中しており、ほとんどが顔見知りの企業で

あるため、暗黙の了解で特許侵害や関連の紛争等が起こることはない。

海外で商標登録は行っているが、これは中国からの侵害を防ぐためであ

る。国内において知財取得する意義は、海外（主に中国）からの模倣を

排除する目的がある。 
 

知財取得活用によって、中国からの侵害防止効果を図る。 
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写真：メガネフレーム例 

提供：福井めがね工業株式会社 
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（４） 株式会社コバード 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：福井県坂井市春江町藤鷲塚 36 
・設立 ：昭和 47 年 
・資本金：8,500 万円  
・事業内容：食品工業自動機械製造・販売 

・知財保有数：特許 200 件以上 
 
② 事業概要及び特徴 

・ 独自の技術力（ハード）と経験豊富な商品開発力（ソフト）で食品業界

（和菓子・洋菓子・冷凍惣菜・パン・米飯（おにぎり）等）で高い評価

を得ている。製パン業界でのシェア 1 位であり、食品機械ラインナップ

は 100 種類に及び、200 以上の特許を保有する。 
・ 主力商品であるスーパー包あん成形機シリーズ Model:AR-880・77NW・

880W・880T をはじめ、パン・ドーナツ・中華饅頭が作れる包成機「マ

ジックハンド」、新開発クリエイトバームクーヘン焼機、内具入リング成

形機、パイ成形機、きんつば焼機、どら焼機、ピザ成形機、餅プラント、

おにぎり成形機など数百数十種類の独自の食品機械を製造販売している。 
・ 製造工程の中で、パン生地で餡を包む工程においてはいまだに人による

手包みが主流であり、機械化したくともそれに見合う機械が無かった。

しかし、手包み以上に安定かつ品質の高いあんパンや中華饅頭を作る方

法及び装置を発明し、大きな省力化を達成しただけでなく、手包み同等、

もしくはそれを超える高品質商品の生産を可能とした。これにより、平

成 27 年日本商工会議所会頭発明賞を受賞した。 
 

当社オリジナル製品「マジックハンド」の独占のための知財活用。 



 

20 

２） 知財事例 

① 当社を代表する製品「マジックハンド」の特許取得 

・ 昭和 46 年に餅用蒸煉桟を製造開発した際、他にない技術だから特許を取

得したいと弁理士に相談し、特許を取得した。それ以降、新しい桟機を開

発する毎に特許出願している。 
・ 平成 13 年に開発して特許取得した「マジックハンド」を継続して製造販

売している。この「マジックハンド」は他の追随を許さず、業界シェア率

100％を誇る。 
② 知財取得および活用前後での変化 

・ 第 2 回「ものづくり日本大賞内閣総理大臣賞」を受賞した。このことによ

り、社員のプライドや士気が上がり、金融機関からも信用されるようにな

った。 
・ 台湾、韓国、中国、タイ、マレーシアでも特許を取得して機械を販売して

いる。 
・ 知財取得を目的とするのではなく、良い発明を生み出して、それを知財取

得により守るのだと考える。 
・ 知財取得の体制や他機関等との連携状況は、会長と弁理士が連携して取得

している。知財管理は会長が一人で行っている。 

・ これまで新しい製品を開発すると同時に特許を取得しているため、特許取

得前後での比較はできないが、特許取得することで社員のプライド、士気

が上がったり、銀行から信用されるようになったという効果があった。以

前に類似製品を作られたことがあるが、裁判で勝訴したのも特許を取得し

ていた効果である。 
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写真：（上）知財活用具体例「マジックハンド 4連式 MH-4W」 

（下）「全自動どら焼機」設置場所をおさえた省人ライン  

提供：株式会社コバード 
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Ⅲ．参考資料 

１．県内の産業の現状 

（１） 人口および世帯数 

人口は減少傾向にあるのに対し、世帯数は増加傾向にある。 
 

図 8 福井県の人口および世帯数の推移 
（単位：人）

 
出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 
表 10 福井県の人口および世帯数 

年 
人          口 

世帯数 
男 女 計 

H21 394,276 418,168 812,444 270,459 

H22 392,782 416,683 809,465 272,292 

H23 391,457 414,971 806,428 274,156 

H24 390,019 413,161 803,180 275,683 

H25 392,503 418,049 810,552 283,611 

H26 391,335 416,894 808,229 284,689 

H27 389,160 414,345 803,505 286,201 

出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 
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（２） 業種別企業数 

企業数では建設業、製造業が多く、最も卸売業・小売業が多いことが分かる。 

 

図 9 福井県における業種別企業数の推移 

 
 出典：経済センサス（平成 21 年・24 年・26 年） 
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（３） 規模別事業所数 

規模別事業所数の推移では、平成 21 年から平成 24 年の間に事業所数は減少している。 

 
表 11 事業所数（規模別） 

福井県  
従業者規模 

H21 H24 
事業所数  従業者数(人) 事業所数  従業者数(人)

A～R 全産業(S 公務を除く) 46,331 386,954 42,815 372,509
   1～4 人 28,935 61,563 26,243 56,487
   5～9 人 8,686 56,321 8,133 53,015
   10～29 人 6,390 101,622 6,072 96,961
   30～49 人 1,115 41,842 1,095 41,239
   50～99 人 671 45265 656 44,364
   100～299 人 331 52077 305 49,246
   300 人以上 49 28264 51 31,197
   出向・派遣従業者のみ 154   260 - 

出典：経済センサス（平成 21 年・24 年） 
 

図 10 従業員規模別事業所数の割合 

 
出典：経済センサス（平成 24 年） 
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（４） 製造品出荷額 

全国平均と比べて、福井県はおよそ 1/3 の出荷額に留まる。 
 

図 11 福井県における製造品出荷額の推移 

 
出典：経済産業省工業統計調査 平成 21 年～25 年 
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表 12 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 
  額（万円） 全国順位 数 全国順位

電子部品・デバイス・電子回路製造業 34,937,214 19 56 31 
化学工業 31,679,284 26 56 26 
繊維工業 26,870,790 3 676 6 
非鉄金属製造業 15,173,449 18 29 26 
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 11,371,005 24 132 26 
電気機械器具製造業 10,212,239 30 65 30 
生産用機械器具製造業 8,477,668 34 159 31 
その他の製造業(眼鏡製造業を含む) 7,859,658 19 356 6 
輸送用機械器具製造業 7,802,643 36 32 39 
金属製品製造業 6,763,659 35 186 32 
窯業・土石製品製造業 6,040,138 32 88 45 
食料品製造業 5,950,404 47 262 44 
パルプ・紙・紙加工品製造業 3,936,587 39 95 20 
鉄鋼業 2,808,694 39 28 37 
印刷・同関連業 2,525,522 33 113 30 
木材・木製品製造業（家具を除く） 2,318,225 34 82 41 
はん用機械器具製造業 1,832,423 37 38 36 
業務用機械器具製造業 1,519,410 37 18 32 
家具・装備品製造業 1,082,170 31 59 37 
情報通信機械器具製造業 823,322 34 6 35 
飲料・たばこ・飼料製造業 595,393 47 30 45 
石油製品・石炭製品製造業 376,069 39 8 41 
ゴム製品製造業 266,950 39 10 42 
なめし革・同製品・毛皮製造業 35,538 35 3 36 

出典：平成 24 年経済センサス 
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（５） 県民総生産 

福井県における県民総生産額は、平成 19 年に 3,467,580 万円を記録したものの、次の年

には激減し、その後多少の増加はあるが徐々に減少していることがわかる。 
 
 

図 12 福井県における県民総生産の推移 

 
  出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度） 
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２．知財に関する現状 

（１） 企業や大学研究期間等における研究開発費 

福井県内大学研究機関等の研究開発費の推移は以下の通りである。福井大学の占める割

合が大きいものの、共同研究および受託研究の合計受入額は、減少傾向にある。 
 

表 13 大学研究機関等の研究開発費 

 

共同研究 受託研究 合計 

 
件数 

受入額 
（千円）

件数 
受入額 
（千円）

件数 
受入額 
（千円）

福井大学 

H21 134 179,305 107 900,032 241 1,079,337
H22 113 149,085 88 956,923 201 1,106,008
H23 108 117,503 113 968,666 221 1,086,169
H24 103 182,341 104 742,942 207 925,283
H25 127 208,932 93 478,021 220 686,953

福井工業大

学 

H21 17 12,130 33 66,161 50 78,291
H22 28 21,874 2 600 30 22,474
H23 20 15,896 31 68,415 51 84,311
H24 20 11833 32 18,056 52 29,889
H25 12 9,739 24 51,002 36 60,741

福井工業高

等専門学校 

H21 12 4,170 4 4,725 16 8,895
H22 12 5,270 0 0 12 5,270
H23 10 3,335 0 0 10 3,335
H24 7 2,567 0 0 7 2,567
H25 11 3,792 0 0 11 3,792

福井県立大

学 

H21 13 12,367 15 56,758 28 69,125
H22 14 15,028 15 52,748 29 67,776
H23 14 13,586 14 38,281 28 51,867
H24 13 11,029 10 23,291 23 34,320
H25 13 13,947 14 35,099 27 49,046

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年 
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図 13 大学研究機関等の研究開発費の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年 
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（２） 特許等の発明者数・創作者数 

福井県内の発明者数および創作者数は以下の通りである。 

 
図 14 発明者数および創作者数 

 
出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

 

（３） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている福井県内の弁理士事務所数は 14 箇所である。 
表 14 福井県内の弁理士事務所 

1 芦田・木村国際特許事務所 福井事務所 

2 荒木特許事務所 福井オフィス 

3 英伸国際特許事務所 福井支所 

4 岡本特許事務所  

5 川崎特許事務所 

6 北川国際特許商標事務所 

7 高島内外国特許事務所 

8 戸川特許事務所 

9 平崎特許事務所 

10 フェニックス特許事務所 

11 フェニックス特許事務所 第 2オフィス 

12 弁理士橋本事務所 

13 ポプラ国際特許事務所 福井ブランチ 

14 増田特許商標事務所 

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 
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（４） 地域団体商標の取得団体 

福井県内で地域団体商標を取得している団体は 16 団体である。 
 

表 15 地域団体商標の取得団体 

  団体名 地域団体商標 

1 越前漆器協同組合 越前漆器 

2 越前竹人形協同組合 越前竹人形 

3 小浜市食品加工協同組合 若狭かれい 

4 越前打刃物産地協働組合連合会 越前打刃物 

5 丸岡ファインテックス協同組合 越前織 

6 福井県和紙工業協同組合 越前和紙 

7 芦原温泉旅館協同組合 芦原温泉 

8 芦原温泉旅館協同組合 あわら温泉 

9 越前丹生農業協同組合 越前水仙 

10 若狭塗箸協同組合 若狭塗箸 

11 福井県瓦工業協同組合 越前瓦 

12 福井県漁業協同組合連合会 越前がに 

13 福井県漁業協同組合連合会 若狭ぐじ 

14 福井県漁業協同組合連合会 若狭ふぐ 

15 テラル越前農業協同組合 越前さといも 

16 福井県酒造組合 越前・若狭の地酒 

出典：地域団体商標ＭＡＰ※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 
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（５） 国・地方公共団体・関係機関による表彰企業リスト 

平成 22 年度以降、知財功労賞を受賞した福井県内の企業は 1 社、また「知的活用事例集 2014」
掲載企業は 3 社ある。 
 
知財功労賞表彰企業

（H22～H27） 
株式会社コバード 
平成２５年度 特許庁長官表彰 産業財産権制度活用優良企業等

表彰（特許活用優良企業）。 
・概要についてはⅡ-２．県内企業による知財活用事例を参照 

出典：特許庁ホームページ 
 

表 16 知的財産権活用事例集 2014 掲載企業 
 事例① 事例② 事例③ 

企業名 
株式会社コバード 

東工シャッター株式会

社 
株式会社タケダレース

業種 
食品加工機械 建材メーカー 

高級インナーウェア用

編レースメーカー 

基
本
情
報 

所在地 
福井県坂井市春江町富

士鷲塚 36 
福井県鯖江市熊田町

1-100 
福井県福井市若栄町

601 
創業 明治 27 年 昭和 30 年 昭和 44 年 
資本金 8,500 万円 9,800 万円 8,000 万円 
従業員数 106 名 164 名 173 名 

事業概要 
および特徴 

・概要についてはⅡ-

２．県内企業による

知財活用事例を参照 
 

・概要についてはⅡ-

２．県内企業による

知財活用事例を参照 
 

・「企画力と技術力」か

ら生まれたデザイン

で、女性インナーウ

ェア用レースメーカ

ーとして国内シェア

ナンバーワンの座に

就く。 
・先行意匠調査の徹底

と出願案件の厳選が

結実している。 
出典：特許庁「知的財産権活用事例集 2014」より 
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（６） 産学連携等の実績 

 県内大学等教育機関において、福井大学が最も特許実施収入・特許保有件数が多い。 
 

表 17 福井県における大学等産学連携等実施状況 

機
関
名 

国
公
私
種
別 

大
学
・
短
大
等
分
類 

特
許
出
願
件
数 

特
許
権
実
施
等
件
数 

特
許
権
実
施
等
収
入 

特
許
保
有
件
数 

実
施
許
諾
中
特
許
権
数 

ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ

収
入
の
あ
っ
た
特
許
権
数 

福井大学 国立 大学 41 33 3,369 188 31 7 
福井工業高等専

門学校 
国立 高専 0 1 261 4 0 0 

福井県立大学 公立 大学 0 0 0 18 17 0 
福井工業大学 私立 大学 0 1 4 7 0 1 

出典：文部科学省 平成 26 年度「大学等における産学連携等実施状況について」 

 

 

３．知財に力を入れている教育機関 

独立行政法人 工業所有権情報・研修館では、近い将来企業等で活躍することが見込まれ

る明日の産業人材を輩出する専門高校及び高等専門 学校等において、生徒・学生が、知的

財産を踏まえつつ、ものづくりや商品開発等の場を通じて創造性や実践的な能力を育む取

組に対し必要な支援を行い、知財 人材の育成を推進している。 
 

福井県内において、平成 27 年度「知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発事業」に

採択された教育機関は以下の通りである。 

 

1 福井工業高等専門学校 
 出典：独立行政法人工業所有権情報・研修館(INPIT)ホームページ 
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４．支援機関 

福井県内の支援機関は以下のものがある。 

＃ 名称 所在地 連絡先 支援概要 

1 知財総合支援窓

口 

福井県工業技術

センター内 

0776-55-2100 知的財産に携わる様々な専門

家や支援機関と共同して中小

企業等の知財に関する課題解

決を図るワンストップサービ

スを提供している。 

2 福井県工業技術

センター 

福井県福井市川

合鷲塚町 61 字北

稲田 10 

0776-55-0664 100 年以上にわたって一貫して

地域企業の技術開発を支援し、

地場産業支援を厚く行ってい

る。具体的には、研究開発成果

の普及移転や共同研究、試験計

測依頼、技術相談、人材育成な

どを行っている。 

3 一般社団法人福

井県発明協会 

福井県福井市川

合鷲塚町 61 字北

稲田 10 福井県

工業技術センタ

ー1階 

0776-55-1195 発明の奨励振興、知的財産権制

度の普及啓発、青少年等の創造

性開発育成など公共性の高い

事業のほか、特許情報の提供と

活用支援など産業財産権に関

わる様々な事業を行っている。 

4 公益財団法人ふ

くい産業振興財

団 

福井県坂井市丸

岡町熊堂第3号7

番地 1-16 

0776-67-7400 支援施策説明会開催、ビズカフ

ェ・セミナー開催、弁護士無料

相談会等開催を行っている。 

5 福井県商工会連

合会 

福井県福井市宝

永 4-9-14 

0776-23-3624 アカデミー開催等各種セミナ

ー・説明会や相談会を行ってい

る。 

出典：各機関のホームページ 
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図 16 知財に力を入れている教育機関及び支援機関の分布 MAP 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：白地図をベースに NTT データ経営研究所にて作成 
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愛媛県における知財活動の概要 
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Ⅰ．愛媛県の知財の現状 
１．知財戦略 

愛媛県では、平成 12 年 3 月に愛媛県産業振興指針を策定し、平成 23 年 10 月に実施した

第二次改訂の中で、企業力振興方針の中で産業技術力の向上を掲げ、新たな知的財産の創

造につなげていくという「知的創造サイクル」を確立し、知的財産を重視する風土づくり

を推進している。 
愛媛県でのこれまでの知財戦略は、平成 19 年 5 月に策定された「愛媛県知的財産戦略」

があり、知的財産活用の取組みの方向性を示している。戦略では、愛媛県の産業の特徴と

課題を踏まえ、産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の他、育成者権（種

苗法に基づく品種登録を受けた者に発生する権利）や地域ブランドやコンテンツ産業の創

出や育成に関する取組みの方向性を示している。 
さらに、愛媛県では、平成 23 年 12 月に第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラ

ン」を策定し、そのなかのアクションプログラム編で、新産業の創出と産業構造の変化を

施策の一つとして掲げ、質の高い知的財産の創造、権利としての保護、商品開発等による

実用化に至るまで、産学官が連携して、取組むことができる体制整備を推進している。 
 

図 1 愛媛県知的財産戦略の体系図 

 
出典：「愛媛県知的財産戦略」（平成 19 年 5 月愛媛県）より抜粋 
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２．出願動向 

（１） 出願・登録状況 

 愛媛県では、四法別の出願比率は、全国平均に近い構成比となっている。出願件数・登

録件数をみると、特許、意匠、商標の出願件数・登録件数は全国的にみて比較的上位であ

る。 
 

表 1 愛媛県における特許等の出願及び登録の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

  

四法 
愛媛県 

件数 

愛媛 

出願順位（全国） 

特許 
出願 1473 

15 位 
登録 1227 

実用新案 
出願 34 

33 位  
登録 30 

意匠 
出願 203 

17 位  
登録 197 

商標 
出願 663 

18 位  
登録 525 

国際出願（特許） 262 12 位  

国際出願（商標） 8 22 位  
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図 2 四法別出願件数の比率         図 3 四法別出願件数の比率（全国） 

 
出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

 

図 4 発明者数および創作者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：共に特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 
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（２） 地域団体商標取得状況 

 愛媛県では、11 件の地域団体商標を登録しており、そのうち 4 件が農作物、3 件が工芸

品の登録となっている。出願順位は全国で 25 位である。 
 

表 2 地域団体商標の取得状況 
登録件数 出願件数 出願順位（全国） 
１１ １７ ２５位 

 
 登録名称 種別 
1 西宇和みかん  

農作物 
2 真穴みかん  
3 西条の七草  
4 中山栗  
5 戸島ぶり  海産物 
6 宇和島じゃこ天  加工食品 
7 菊間瓦  

工芸品 8 今治タオル  
9 大島石  
10 道後温泉（2 件） 観光地 

出典：地域団体商標ＭＡＰ 

※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 
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図 5 地域団体商標取得団体の分布 MAP 
 
 

 

    

出典：白地図をベースに NTT データ経営研究所にて作成 

            写真出典：「地域団体商標事例集 2015」より  
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３．支援人材 

（１） 弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人数 

 愛媛県の弁理士登録人数は 2013年から2014年で横ばい、2014年末時点で 12人である。 
 

図 6 愛媛県における弁理士登録人数の推移 

（単位：人）  
出典：特許行政年次報告書（統計・資料編）2011～2015 年 

 
表 3 知財総合支援窓口 支援人数 

窓口担当 配置弁理士 配置弁護士 合計 
4 4 1 9 

出典：特許庁普及支援課 

 

表 4 知的財産管理技能士数と全国順位 
1 級 2 級 3 級 合計 全国順位 

2 121 235 358 28 位 
出典：知的財産管理技能検定ホームページ 
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（２） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている愛媛県内の弁理士事務所数は 15 箇所である。 
 

表 5 愛媛県内の弁理士事務所 
 事務所名 

1 小池国際特許事務所四国サテライトオフィス  
2 河野国際特許事務所  
3 河野国際特許事務所 松山事務所  
4 松島国際特許事務所  
5 ＣＰ ＪＡＰＡＮ 綜合特許事務所 愛媛オフィス  
6 相原特許事務所  
7 ブランシェ国際知的財産事務所松山オフィス  
8 壬生弁理士事務所  
9 梓特許事務所 松山支所 
10 小笠原国際特許事務所 
11 アイ・ドゥ国際特許事務所 
12 眞田特許事務所 
13 RUY 知的財産事務所 
14 白石・安藤法律事務所 
15 市川特許事務所 松山支所 

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 
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４．支援推進体制 

愛媛県として、知的財産に関係する取組みは大きく地域政策課と産業創出課で担当して

いる。 
地域政策課では、主に愛媛県内にある企業や団体、個人に対する知的財産の意識啓発を

行っており、地域づくり団体向けセミナーの実施や、愛媛県内で弁理士会と共に知的財産

を扱うための啓発セミナーを運営している。 
また、産業創出課では、主に愛媛県産業技術研究所で開発した技術や商品に対する知的

財産や商標等を管理するほか、（一社）愛媛県発明協会に委託し、企業における知財活動に

必要な、幅広い知識やスキル向上のための研修会を開催し、特許、実用新案、意匠、商標、

著作権、その他の関係法令について、初学者でも無理なく効率的に学べる機会を提供する

ことで、県内企業の知財活用の意識改革を図っている。 
さらに、県の知的財産戦略に基づく取組みに係る情報交換や、推進策の検討のため、庁

内横断の組織として「知的財産戦略推進連絡会議」を設置している。 
 

図 7 愛媛県支援体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※知的財産戦略推進連絡会議：県における知的財産の管理や各部局の施策等を総合調する推進体制を整備 

  

愛媛県 地域政策課 
 愛媛県内の企業や団体、個人に対する知的

財産の意識啓発 

 知的財産の普及・啓発に関するセミナーへ

の講師派遣等（地域政策課との共催） 
日本弁理士会 

 愛媛県産業技術研究所で開発した技術や

商品に対する知的財産や商標等の管理 
愛媛県 産業創出課 

知
的
財
産
戦
略
推
進
連
絡
会
議
（
横
断
組
織
）
※ 

 企業への国・県の各種支援制度の情報提

供、アドバイス等及び知的財産担当者育成

等研修知財教育研修会の実施 

（一社）愛媛県発明協会 

業務委託 

協定締結 
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５．支援事業 

（１） 県による事業 

2007 年 5 月に愛媛県が策定した「愛媛県知的財産戦略」では、以下の 3つの目標を掲げ、

企業・団体、高等教育機関、行政、さらに県民が一体となって、取組みを推進していくこ

ととしている。 

 

① 産業財産権や育成者権の有効活用による県内企業や農林水産業者の競争力の強化 

② 地域ブランドの創出・育成による県産品の振興 

③ 大都市と異なる競争軸でのコンテンツ産業の育成 

 

愛媛県では、従来から様々な知的財産に関する施策に取組んできた。それぞれの主な取

組を以下に示す 

１） 特許流通等促進事業 

県内企業保有の特許や地域の研究機関・大学等から生まれる研究成果を地域産業界

に円滑に移転流用させ、県内での創意工夫の高揚と、産業財産権の活用マインドの

向上を促進 

２） 新技術・新製品の研究開発や企業化に対する支援 

独創的で市場性の高い事業を起こそうとする個人や既存企業に対し、研究開発や新

事業展開等に要する経費を補助 

３） 知的財産担当者育成等研修 

県内事業者の知財活用の意識改革を図ることを目的に、特許、実用新案、意匠、商

標、著作権、その他の関係法令について重要なポイント及び企業として知財を有効

活用する意義、企業における実際の知財の活用事例等について説明 
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その他、県の研究機関や企業からのニーズにより、共同研究・共同特許出願した事例を

以下に示す。 

・愛媛県、国立研究開発法人水産総合研究センター、及び（一財）日本生物科学研

究所等 

 高級魚で地元の水産業界従業者の収入に繋がるマハタの養殖産業の育成には

疾病に対するワクチンの実用化が急務と考え、水産総合研究センター、広島大

学大学院、三重県、愛媛県及び（一財）日本生物科学研究所が共同で研究開発

に取り組み、ワクチンの製造販売承認を得ることとなった。また、特許を取得

し、特許実施料収入は年間 10 万円以上となる。 
 

・愛媛県と（株）マエダ 

 愛媛県と（株）マエダが共同で開発した「はだか麦」（愛媛県での収穫量全国 1
位）を使ったパンの製造方法について特許出願し、製粉会社に実施許諾を出し

てパンの製造・販売が行われている。 
 また、平成 26 年には学校給食として愛媛県内 6 市 3 町に採用される。 

 
 

表 6 平成 27 年度 愛媛県の知的財産関連予算および事業 

（１） 知的財産戦略推進費（担当地域政策課） 3,043 千円 
（２） 特許流通等促進事業（担当産業創出課） 2,162 千円 

出典：愛媛県庁公開資料「平成 26 年度予算施策評価表」より抜粋 

 

表 7 市町村の取り組みで特筆すべき事例 

自治体名 事例内容 
西条市 「知的財産権取得支援補助金」において、市内中小企業者等の知的財産

を保護し、権利化することにより、中小企業者の競争力を強化し、産業

の活性化を図るため、知的財産権を出願する事業所等に対して、出願に

要する経費の一部を補助している。 

今治市 「新産業創出支援助成事業（知的財産権取得事業補助金）」において中

小企業等の特許及び実用新案の出願又は審査（評価）請求に要する経費

を補助している。 

出典：西条市 HP、今治地域地場産業振興センターHP より 
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（２） 国との連携事業 

知財総合支援窓口での支援件数および外国出願補助金採用数は毎年増加傾向にある。知

的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数は横ばいである。 
 

図 8 知財総合支援窓口における支援件数 

（単位：件）  
出典：特許庁普及支援課 

 
表 8 知財総合支援窓口における支援件数の全国順位 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 
34 位 47 位 45 位 

出典：特許庁普及支援課 

表 9 外国出願補助金採択数 
 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 
特許 － 2 3 
実用新案 － 0 0 
意匠 － 0 0 
商標 － 1 1 
冒認対策 － 1 0 
合計 － 4 4 

出典：特許庁普及支援課 

表 10 知的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

85 81 78 
出典：特許庁普及支援課 
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Ⅱ．愛媛県の産業特性と知財活用事例 
１．産業特性 

愛媛県は、第二次産業が集積する東予地域（県東部）、第三次産業が盛んな中予地域（松

山市を中心とする県中央部）、第一次産業が中心の南予地域（県南西部）とそれぞれに特色

ある産業が集積し、全国的にも珍しいバランスのとれた産業構造となっている。 
愛媛県の東予地域には、古くより紙関連産業が集積し、製紙・紙加工業の製造品出荷額

等が全国 1 位の四国中央市、江戸時代の別銅山の開坑以来、化学や機械、非鉄金属といっ

た住友グループの企業城下町として発展してきた新居浜市、近年、鉄鋼をはじめ飲料や化

学、造船等の大手企業の工場立地が目覚ましい西条市、更には、国内最大のタオル産地で

あり、世界に誇る造船や海運会社が立地する今治市など、多彩な工業都市が連なり、日本

屈指の高い技術力や優れた製品を持つ「ものづくり企業」が数多く集積している。 
中予地域では、化学メーカー、農機具大手機械メーカー、大手ボイラーメーカーなどや

それらを支える技術力の高い中小関連企業のほか県内の情報サービス業の大半が立地する。 
また、南予地域では、みかん栽培などの農業や海面養殖などの水産業が主要産業である。 
企業数では、卸売業・小売業についで、建設業が多い。 
産業中分類別製造品出荷額では、石油製品・石炭製品製造業、非鉄金属製造業が多い。

全国順位で見るとパルプ・紙・紙加工品製造業、非鉄金属製造業、繊維工業が高い。 
 

図 9 愛媛県における業種別企業数の推移 

 
出典：平成 26 年経済センサス 

A～B 農林漁業, 399, 2.1%

C 鉱業，採石業，

砂利採取業, 29, 0.1%

D 建設業, 3673, 
19.0%

E 製造業, 2865, 
14.8%

F 電気・ガ

ス・熱供給・水道

業, 9, 0.0%

G 情報通信業, 273, 1.4%

H 運輸業，郵

便業, 1031, 5.3%

I 卸売業，小売業, 5225, 
27.0%

J 金融

業，保険業, 
273, 1.4%

K 不動産業，

物品賃貸業, 1366, 
7.1%

L 学術研究，

専門・技術サービ

ス業, 793, 4.1%

M 宿泊業，飲食

サービス業, 1019, 5.3%

N 
生活関

連サー

ビス

業，娯

楽業, 
686, 
3.5%

O 教育，学習支援

業, 136, 0.7%

P 医療，福祉, 508, 2.6%

Q 複合サービス事業, 0, 
0.0%

R サービス業(他に分類さ

れないもの), 1051, 5.4%
A～B 農林漁業

C 鉱業，採石業，砂利採取業

D 建設業

E 製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

G 情報通信業

H 運輸業，郵便業

I 卸売業，小売業

J 金融業，保険業

K 不動産業，物品賃貸業

L 学術研究，専門・技術サービス業

M 宿泊業，飲食サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業

O 教育，学習支援業

P 医療，福祉

Q 複合サービス事業

R サービス業(他に分類されないもの)
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表 11 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 
  製造品出荷額 事業所数 

  額（万円） 
全国

順位
数 

全国

順位 
石油製品・石炭製品製造業 71,916,337 10 8 40 
非鉄金属製造業 67,037,205 3 15 34 
輸送用機械器具製造業 59,969,550 17 176 17 
パルプ・紙・紙加工品製造業 52,065,636 2 231 8 
化学工業 35,052,233 22 43 30 
食料品製造業 28,617,416 28 455 30 
生産用機械器具製造業 20,528,562 24 227 26 
繊維工業 17,413,729 6 371 15 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 13,763,828 38 18 40 
電気機械器具製造業 11,462,706 27 52 36 
プラスチック製品製造業 11,315,583 25 95 32 
鉄鋼業 11,126,400 24 39 31 
はん用機械器具製造業 10,082,445 24 89 26 
金属製品製造業 4,894,777 38 200 28 
飲料・たばこ・飼料製造業 4,775,332 34 50 37 
窯業・土石製品製造業 3,988,612 41 150 33 
木材・木製品製造業（家具を除く） 3,504,663 27 100 29 
印刷・同関連業 3,200,494 29 116 28 
業務用機械器具製造業 1,346,268 38 11 39 
その他の製造業 1,029,189 40 70 36 
家具・装備品製造業 667,937 37 63 36 
ゴム製品製造業 408,956 38 14 36 

出典：平成 24 年経済センサス 
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２．県内企業による知財活用事例 

（１） カミ商事株式会社 

 
 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：愛媛県四国中央市三島宮川１丁目２番２７号 
・設立 ：昭和 37 年 4 月 26 日 
・資本金：4,800 万円 
・事業内容：紙・板紙・家庭紙・パルプ及び製紙原料の卸売 
・知財保有数：特許登録 10 件（出願・審査中 10 件）、実用新案 3 件、意匠 2

件、商標 68 件 

② 事業概要および特徴 

・ 当社は、原料の調達から研究・開発、製造、加工、販売、物流までを手

掛ける紙の総合商社である。産業用紙、新聞用紙、一般用紙からティッ

シュペーパーやトイレットロール、紙おむつなどの家庭紙、特殊紙、製

紙原料を取り扱う従業員数 200 名、資本金 4800 万円の中小企業である。 
・ 愛媛県四国中央市に本社を置き、東京、名古屋、大阪、九州に支店を設

置している。国内での事業展開だけでなく、アジア圏を中心とした諸外

国への輸出入事業も活発に行っている。 

 

 

写真：廃棄羽毛をコーティングしたリサイクル可能な撥水性段ボール  

提供：カミ商事株式会社

技術の権利化で他社からの特許権侵害の指摘・警告を回避し経営の安定

化に繋げる 
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２）知財事例 

① 技術の権利化で他社からの指摘・警告を回避 
・ 大手企業が多い製紙業界では、他社から特許権侵害の指摘・警告を受け

た場合、自社に非がなかったとしても裁判で長期に渡り争うことが少な

くない。 
・ 裁判を回避する策として技術を権利化し、指摘・警告を受けないように

しておくことが最善の策だと考え、出願や調査を実施するようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真：特許技術「茶香紙」により抗菌・消臭効果を高めた大人用紙おむつ  

提供：カミ商事株式会社 

 
② 他社保有知財調査の実施 
・ 開発企画部では、J-PlatPat（特許情報プラットフォーム：独立行政法人

工業所有権情報・研修館が運用）及び民間のインターネット特許情報検

索サービスを活用し、1か月に 150～200件程度、当社の技術を侵害する、

または当社の技術が侵害する特許はないか、5 名程度の体制で調査を行っ

ている。 
 

③ 知財取得による経営の安定化 
・ 知財を取得するようになってから他社からの特許侵害の指摘・警告件数

が減っているように感じている。 
・ 特許侵害の指摘・警告を受けて裁判まで行くと、大手企業が多い製紙業

界では億単位の損害賠償を請求される可能性もあり、指摘・警告件数が

減っているということは、知財を権利化したことが経営の安定化に繋が

っていると言える。 
・ 今後、特許出願件数や海外での取引件数が増加することを考えると、当

社での知財管理担当者の増員や組織化を進めていく必要があると思われ

る。 
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（２） 四国タオル工業組合 

 
 

１）団体概要 

① 基本情報 

・所在地：愛媛県今治市東門町 5 丁目 14-3 
・設立 ：昭和 27 年 11 月 1 日 
・出資金：1 億 3,288 万円（平成 26 年度） 
・事業内容：タオル製造業に関する指導及び教育 タオル製造業に関する情報又

は資料の収集及び提供 タオル製造業に関する調査研究 組合員の

ために行う組合ブランド推進事業 共同購買事業、共同金融事業他 
・知財保有数：特許 1 件、実用新案 1 件、商標 7 件 

② 事業概要および特徴 

・ 「安心・安全」で上質な今治タオルを造り続けていくタオル産地を目指

し、タオル製造業に対する指導及び教育を行う他、タオル製造業に関す

る情報や資料の収集および提供や調査研究を行う。組合員のための組合

ブランド推進事業、共同購買事業、共同金融事業等を行い、今治タオル

のブランド力の向上と需要の開拓に努めている。 

・ 「今治タオルブランド」とは、タオル及び関連商品の製造・販売におい

て、豊富な経験と技術を有する組合員企業が製造した「今治タオル」商

品のうち、当組合が独自に定めた品質基準に合格したタオル商品のみに

付す商標を指す。 

・ 「今治タオルブランド商品認定マーク」制度を設け、不正（無断）使用

について取締りを強化している。 
・ 消費者にタオルの正しい知識を伝え、さらに消費者が本当に必要として

いるタオルを理解し、提案することのできるアドバイザーとして、世界

初のタオルソムリエ資格制度を 2007 年に立ち上げ、

現在（2015 年 9 月末時点）では 2,307 人が資格を

取得している。 
・ 2012 年 6 月、今治タオルの販売店舗として東京に

「今治タオル 南青山店」をオープンし、今治タオ

ルの良さだけでなく、タオルを通じてこれからの活

動をより多くの方に知ってもらう重要な拠点とす

ることを目指している。 

画像：今治タオルブランド商品認定マーク 

提供：四国タオル工業組合

今治タオルブランド化の核となる地域団体商標登録 
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２）知財事例 

① 地域団体商標の取得により価格競争力が強化 

・ 地域団体商標の取得により価格競争力がつき、今治地区におけるタオル

の生産数量及び生産額の増加につながり、2005 年から 2014 年までの綿

糸引渡数量（タオル原料取引量）を見ると、2009 年以降増加している。 

 
・ 今治市内にタオル製造会社は現在 100 社あり、そのうち 80～90 社が今治

タオルを製作しているが、年々増加傾向にある。 
 

② ブランド力強化の鍵 2007 年から定期的に「今治タオルメッセ」を開催し、

出展メーカーの新商品・代表商品の展示と商談会を開いている。メーカ

ー独自に開発したオリジナル商品や安心・安全な原材料を使用した新作

等を展示し、タオルの新しい可能性を消費者に認知してもらうような機

会を提供している。 
・ 当組合の中に今治タオルブランド推進委員会を設置し、「今治タオル」の

定義を「『今治タオル』産地において製織及び染色加工をしたもので、景

品表示法において原産国が日本製となること」に定めるとともに、輸入

品及び国内の他産地のタオルとの差別化を図ると同時に、安心・安全で

高品質であるというブランドイメージをアピールする目的で、地域団体

商標の「今治タオル」とは別に、佐藤可士和氏のデザインによるブラン

ドマークを商標登録したことも成功要因として考えられる。 

 

③ ブランド力強化による消費者・製造業者の意識変化 

・ 知財取得により消費者が今治タオルの高品質を「価値」と

認めるようになり適正な利益が産地に残るようになった

結果、後継者・人材確保が可能になった。また、今治企業

の販促品等に「今治タオル」が選ばれるケースが増えた。 

写真：「今治タオル」 

提供：四国タオル工業組合
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（３） 株式会社アテックス 

 
 

１）団体概要 

① 基本情報 

・所在地：愛媛県松山市衣山 1 丁目 2-5 
・設立 ：昭和 9 年 3 月 
・資本金：6,080 万円 
・事業内容：電動車いす・動力運搬車、農業関連機械・省力化機械の開発、設

計、製造、販売 

・知財保有数：特許 100 件程度、意匠 40 件程度、商標 40 件程度 
 

② 事業概要および特徴 

・ 昭和9年創業、戦後は食糧増産に貢献するために農機具の製造に参入し、

数多くの商品を開発してきた。大手が手掛けないニッチ商品の開発を手

がけ、石材運搬車、農作物を収穫するためのハーベスタ用走行台車（ホ

イル型）や業界初のクローラ型運搬車などを開発する運搬機メーカーで

ある。 
・ 愛媛県特産のみかんは傾斜地で生産されるものが多いため、昭和 40 年頃

に傾斜地で使用できる収穫運搬車としてエンジン付き三輪車を発売した。 
・ 昭和 24 年には玄米を選別する「米選機」を開発・発売するとともに特許

を取得し、これが特許第 1 号となった。昭和 50 年代から海外への輸出を

開始し、現在韓国では乗用草刈機で高いシェアを有している。 
・ 特許出願・権利取得は 350 件程度の実績

があり、これまでに「特許庁長官表彰」

を受賞するほか、特許庁が全国の企業を

対象にした「知的財産の活用企業百選」

に選出されたこともある。 
・ 販売先としては、大手農業機械メーカー

各社への OEM でのルート販売のほか、

自社ルートでの販売も行っている。 

 
写真：乗用草刈機 

提供：株式会社アテックス 

 

  

知財の権利化で他社による自社技術の模倣を阻止 
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２）知財事例 

① 知財の権利化で他社による自社技術の模倣を阻止する 

・ 30 年前に自社で特許を取得していた製品が他社に模倣され、裁判を起こ

して勝訴した経緯も知財取得を進める後押しとなった。これにより、し

っかりガードしなくてはいけないという意識が社内で高まった。 
・ 中小企業とはいえ自社製品が他社に模倣されることや、知らない間に他

社の権利を侵害し、自社の取引先である大手企業に迷惑をかけることを

防ぐために、知財を権利化することは重要である。 
 

② 社内における知財教育の推進 

・ 社内に特許関係の部署を設け、専任担当者 1 名をおいて特許出願や権利

化の業務を行っている。 
・ 特許関係部署では、専任担当者が他社の技術動向調査を入念に行ってい

る。調査を行うことは、模倣品を製造しないようにし、自社製品の独自

性の確立に繋がっている。 
・ 知財教育は若手社員を発明協会が行う講習会に参加させたり、中堅社員

になると年に 1～2 人、日本知的財産協会の研修に参加させている。 

 

③ 知財の権利化により取引先からの信用獲得 

・ 知財取得により取引先の大企業からの信用度が高まっている。自社の特

許数件を他社にライセンスしており、年間数十万円程度の実施料収入を

得ている。 
・ 知財を取得するようになってから、特許侵

害を避けるため、自社製品のみならず他社

製品も研究するようになった。 
・ また、農業機械で培った「運ぶ」技術をベ

ースにして、介護分野や物流機器の分野に

も進出している。 
 

 

写真：電動車椅子 

提供：株式会社アテックス 
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（４） 道後温泉旅館協同組合 

 
 

１）企業概要 

① 基本情報 

・所在地：愛媛県松山市道後湯之町 6-8 
・設立 ：昭和 41 年 3 月 
・出資金：479 万円 
・事業内容：道後温泉の観光情報、旅館の案内（英・中・韓の通訳業務含む）

共同宣伝、発信、共同仕入れ、会館維持管理、地域まちづくり提

言等 
・知財保有数：商標 7 件 
② 事業概要および特徴 

・ 道後温泉は 3000 年もの歴史を持つと言われ、史実上の記録に登場する温

泉として日本最古の歴史を持つ、日本三古湯1のうち最も歴史が長い温泉

である。 
・ 地域団体商標「道後温泉」については、2 件登録している。2006 年 7 月

14 日、第 44 類を指定・出願し、2007 年 8 月 17 日に登録を受けた。2011
年 1 月 24 日、第 43 類を指定・出願し、2011 年 9 月 2 日に登録を受けた。

第 44 類は「愛媛県松山市道後地区における温泉浴場施設の提供」、第 43
類は「愛媛県松山市道後地区における温泉浴場施設を有する宿泊施設の

提供」である。 
・ その他 5 件の商標（「マドンナミスト」「道後蒸し∞Ｄｏｇｏ＼ｍｕｓｈ

ｉ」「道後飛鳥の湯」「太子の湯」「女帝の湯」）を登録している。 
・ 昨年、道後温泉本館が改築 120 周年を迎え、アートフェスティバル「道

後オンセナート 2014」を開催した。本フェスティバルには草間弥生氏や

アラーキー氏など気鋭のアーティストを招き、現代アートと古湯の伝統

との融合で新たな道後温泉の魅力を発信している。 

 
写真：重要文化財・道後温泉本館 

提供：道後温泉旅館協同組合 

                                                   
1 道後温泉（愛媛県）、有馬温泉（兵庫県）、白浜温泉（和歌山県） 

地域ブランド力の維持と経済活性化に寄与する地域団体商標 
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２）知財事例 

① 地域ブランド力維持のための地域団体商標登録 

・ 地域団体商標「道後温泉」の登録後間もなく、当組合に無断で道後温泉

の名称を使った足湯を PR していた事業者に対し、商標権の侵害と無断で

の使用を中止するよう当組合の権利を主張することができた。 
・ 仮に粗悪品や食中毒などが発生した場合、これまで道後温泉が 3000 年の

歴史で培ってきた地域ブランド力が著しく低下することが懸念されたた

め、地域団体商標の登録で、地域ブランドを守ることが可能になると感

じた。 
・ 仮に今後も道後温泉関連の商品で粗悪品が市場に出た場合、権利の主張

を行い、地域ブランドを維持強化していく。 
 

② 地域団体商標による地域経済活性化 

・ 地域団体商標は、地域ブランド力の維持に効果があると考えており、地

域ブランド力を一定水準以上で維持することができれば、観光客や二地

域居住者といった交流人口の拡大を招き、地域経済を活性化させると考

えられる。 
・ 商標のライセンス契約に伴うロイヤリティについては、商標「マドンナ

ミスト」の実施料が組合の収入になっている。 

 
写真：観光客で賑わう道後温泉本館 

提供：道後温泉旅館協同組合 
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Ⅲ．参考資料 

１．県内の産業の現状 

（１） 人口および世帯数 

人口は年々減少傾向にあるのに対し、世帯数は年々増加傾向にある。 
 

図 10 愛媛県の人口および世帯数の推移 
（単位：人）

 
出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 

 
表 12 愛媛県の人口および世帯数 

年 男 女 人口 世帯数 

21 年 693,151 771,156 1,464,307 626,663

22 年 689,999 767,951 1,457,950 630,260

23 年 686,303 763,959 1,450,262 633,350

24 年 681,901 759,390 1,441,291 635,273

25 年 681,135 758,982 1,440,117 643,076

26 年 679,888 756,639 1,436,527 645,431

27 年 675,440 750,927 1,426,367 647,461
出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 
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（２） 業種別企業数 

企業数では卸・小売業についで建設業、製造業が多いことが分かる。 

 

図 11 愛媛県における業種別企業数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：経済センサス（平成 21 年・24 年・26 年） 
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（３） 規模別事業所数 

規模別事業所数の推移では、平成 21 年から平成 24 年の間に事業所数は減少している。 

 
表 13 事業所数（規模別） 

愛媛県 従業者規模 
H21 H24 

事業所数  従業者数(人) 事業所数  従業者数(人)
A～R 全産業(S 公務を除く) 70,143 597,132 65,491 576,727

   1～4 人 43,068 90,545 39,527 83,999

   5～9 人 13,602 88,977 12,744 83,375

   10～29 人 10,043 158,906 9,814 155,238
   30～49 人 1,678 62,824 1,626 61,008

   50～99 人 1078 72,857 1,044 70,791
   100～299 人 459 72,017 455 71,898

   300 人以上 94 51,006 92 50,418
  出向・派遣従業者のみ 121 189 -

出典：経済センサス（平成 21 年・24 年） 
 

図 12 従業員規模別事業所数の割合 

 
出典：経済センサス（平成 24 年） 
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（４） 製造品出荷額 

産業中分類別製造品出荷額では、石油製品・石炭製品製造業、非鉄金属製造業が多い。

全国順位で見るとパルプ・紙・紙加工品製造業、非鉄金属製造業、繊維工業が高い。 
 
 

図 13 愛媛県における製造品出荷額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：経済産業省工業統計調査 平成 21 年～25 年 
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表 14 産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成 24 年度） 

  製造品出荷額 事業所数 

  額（万円） 
全国

順位
数 

全国

順位 
石油製品・石炭製品製造業 71,916,337 10 8 40 
非鉄金属製造業 67,037,205 3 15 34 
輸送用機械器具製造業 59,969,550 17 176 17 
パルプ・紙・紙加工品製造業 52,065,636 2 231 8 
化学工業 35,052,233 22 43 30 
食料品製造業 28,617,416 28 455 30 
生産用機械器具製造業 20,528,562 24 227 26 
繊維工業 17,413,729 6 371 15 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 13,763,828 38 18 40 
電気機械器具製造業 11,462,706 27 52 36 
プラスチック製品製造業 11,315,583 25 95 32 
鉄鋼業 11,126,400 24 39 31 
はん用機械器具製造業 10,082,445 24 89 26 
金属製品製造業 4,894,777 38 200 28 
飲料・たばこ・飼料製造業 4,775,332 34 50 37 
窯業・土石製品製造業 3,988,612 41 150 33 
木材・木製品製造業（家具を除く） 3,504,663 27 100 29 
印刷・同関連業 3,200,494 29 116 28 
業務用機械器具製造業 1,346,268 38 11 39 
その他の製造業 1,029,189 40 70 36 
家具・装備品製造業 667,937 37 63 36 
ゴム製品製造業 408,956 38 14 36 

出典：平成 24 年経済センサス 
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（５） 県民総生産 

愛媛県における県民総生産額は、平成 24 年度で 4 兆 7160 億円である。平成 20 年度か

ら平成 21 年度に極端に減少し、翌年の平成 22 年度から増加したものの、平成 24 年度に再

度減少している。 
 

図 14 愛媛県における県民総生産の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度） 

出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度） 

 
 
 

出典：内閣府 県民経済計算（平成 13 年度～平成 24 年度）  
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２．知財に関する現状 

（１） 企業や大学研究期間等における研究開発費 

愛媛県内大学研究機関等の研究開発費の推移は以下の通りである。愛媛大学の占める割

合が大きいものの、共同研究および受託研究の合計受入額は、減少傾向にある。 
 

表 15 大学研究機関等の研究開発費 

  
共同研究 受託研究 合計 

件数
受入額 
（千円）

件数
受入額

（千円）
件数 

受入額 
（千円）

愛媛大学 H21 79 98,593 161 685,123 240 783,716
H22 94 129,338 144 895,477 238 1,024,815
H23 83 129,389 152 793,878 235 923,267
H24 119 194,442 163 700,731 282 895,173
H25 109 160,959 128 618,315 237 779,274

新居浜工業 
高等専門学校 

H21 17 6,925 7 10,918 24 17,843
H22 16 5,050 4 9,397 20 14,447
H23 12 5,600 3 5,467 15 11,067
H24 11 2,960 5 7,140 16 10,100
H25 13 5,220 6 4,392 19 9,612

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年 
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図 15 大学研究機関等の研究開発費の推移 
 

 

 

 
出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成 21 年～平成 25 年
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（２） 特許等の発明者数・創作者数 

愛媛県内の発明者数および創作者数は以下の通りである。 

 

図 16 発明者数および創作者数 

 
出典：特許行政年次報告書 2015 年版※日本人によるもの（平成 26 年） 

 

（３） 弁理士事務所数 

弁理士ナビに掲載されている愛媛県内の弁理士事務所数は 15 箇所である。 
表 16 愛媛県内の弁理士事務所 

 事務所名 

1 小池国際特許事務所四国サテライトオフィス  
2 河野国際特許事務所  
3 河野国際特許事務所 松山事務所  
4 松島国際特許事務所  
5 ＣＰ ＪＡＰＡＮ 綜合特許事務所 愛媛オフィス  
6 相原特許事務所  
7 ブランシェ国際知的財産事務所松山オフィス  
8 壬生弁理士事務所  
9 梓特許事務所 松山支所 
10 小笠原国際特許事務所 
11 アイ・ドゥ国際特許事務所 
12 眞田特許事務所 
13 RUY 知的財産事務所 
14 白石・安藤法律事務所 
15 市川特許事務所 松山支所 

出典： 弁理士ナビ（弁理士会ホームページ） 

5476 4962
4465

623 491 563

0
1000

2000
3000

4000
5000

6000

2012年 2013年 2014年

発明者数（特許） 創作者数（意匠）



 

32 

（４） 地域団体商標の取得団体 

愛媛県内で地域団体商標を取得している団体は 10 団体である。 
 

表 17 地域団体商標の取得団体 

 団体名 地域団体商標 

1 西宇和農業協同組合 西宇和みかん  

真穴みかん  

2 西条市農業協同組合 西条の七草  

3 えひめ中央農業協同組合 中山栗  

4 うわうみ漁業協同組合 戸島ぶり  

5 宇和島蒲鉾協同組合 宇和島じゃこ天  

6 菊間町窯業協同組合 
菊間瓦  

7 菊間瓦工業協同組合 

8 四国タオル工業組合 今治タオル  

9 大島石協同組合 大島石  

10 道後温泉旅館協同組合 道後温泉 

出典：地域団体商標ＭＡＰ※平成 27 年 12 月 31 日までに登録されたもの 

 

  



 

33 

（５） 国・地方公共団体・関係機関による表彰企業リスト 

平成 22 年～平成 27 年の間で、知財功労賞を受賞した愛媛県内企業は 0 社である。 
「知的活用事例集 2014」掲載企業は 2 社である。 
 

表 18 知的財産権活用事例集 2014 掲載企業 
企業名（業

種） 
基本情報 事業概要 

および特徴 所在地 創業 資本金 従業員

数 
株式会社ア

テックス 
(農業機械・

食品機械) 

愛媛県松山

市衣山 1 丁

目 2-5 

昭和 9 年

(1934 年) 
3 月 

6,080 万円 190 名

※企業概要は「Ⅱ-２．県

内企業による知財活用事

例（３）」を参照  

株式会社日

本キャリア

工業 
(農業機械・

食品機械) 

愛媛県松山

市東垣生町

980-5 

昭和 50 年

(1975 年) 
5 月 

4000 万円 65 名 

・食肉・水産加工機械など、

主に食品加工工場向け

に、開発・設計・製造・

販売・メンテナンスに至

るまで、すべての工程を

一貫して自社で実施し

ている。 
・食品加工機械の開発等で

培った独創的な技術力

で、業界トップクラスの

シェアを誇り、国内市場

のほか、米国や欧州など

世界市場へも輸出して

いる。 
出典：特許庁「知的財産権活用事例集 2014」より 
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（６） 産学連携等の実績 

 愛媛大学は全国 301 機関中、特許権実施等収入 25 位である。 
 

表 19 愛媛県における大学等産学連携等実施状況 

機関名 

国
公
私
種
別 

大
学
・
短
大
等
分
類 

特
許
出
願
件
数 

特
許
権
実
施
等
件
数 

特
許
権
実
施
等
収
入 

（
金
額
：
千
円
） 

特
許
保
有
件
数 

実
施
許
諾
中
特
許
権
数 

ラ
ン
ニ
ン
グ
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ

収
入
の
あ
っ
た
特
許
権
数 

愛媛大学 国立 大学 50 8 13,421 146 8 2
松山大学 私立 大学 1 0 0 0 0 0

出典：文部科学省 平成 26 年度「大学等における産学連携等実施状況について」 

 

 

３．知財に力を入れている教育機関 

独立行政法人 工業所有権情報・研修館では、近い将来企業等で活躍することが見込まれ

る明日の産業人材を輩出する専門高校及び高等専門 学校等において、生徒・学生が、知的

財産を踏まえつつ、ものづくりや商品開発等の場を通じて創造性や実践的な能力を育む取

組に対し必要な支援を行い、知財人材の育成を推進している。 
愛媛県内において、平成 27 年度本事業に採択された教育機関は以下の通りである。 

 

学校名 型式 知財に関する取組概要等 
愛媛県立松山工業

高等学校 
導入・定着型 ものづくりを通して豊かな創造力を養う

とともに、知的財産の制度等について理解

を深めさせ、知的財産の総合的な実践力を

育成する。 
愛媛県立新居浜工

業高等学校 
導入・定着型 学校教育のあらゆる領域で、発想力・創造

力・発明力を高める学習を実践する。 
愛媛県立宇和島水

産高等学校 
展開型 校内外連携を行い、新製品の開発を通し

て、知的財産の高い実践力を育成する。 
出典：独立行政法人 工業所有権情報・研修館（INPIT）ホームページ 
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４．支援機関 

愛媛県内の支援機関は以下のものがある。 

＃ 名称 所在地 連絡先 支援概要 

1 知財総合支援窓

口 

 

一般社団法人愛

媛県発明協会内 

089-960-1118 中小企業等が企業経営の中で

抱えるアイデア段階から事業

展開までの知的財産に関する

悩みや課題を一元的に受け付

け、知的財産に携わる様々な専

門家や支援機関と共同してそ

の場で解決を図るワンストッ

プサービスを提供している。 

2 一般社団法人愛

媛県発明協会 

松山市久米窪田

337-1 テクノプ

ラザ愛媛内 

089-960-1103 無料発明相談、各種セミナー開

催、知財総合支援窓口の運営以

外に、知的財産に関するトータ

ル的な支援を行う「ワンストッ

プサービス」及び「書籍の斡旋

販売」等も行っている。 

3 公益財団法人え

ひめ産業振興財

団 

松山市久米窪田

町 337－1 

テクノプラザ愛

媛内 

089-960-1100 創業・起業支援、新事業展開経

営支援、情報化支援、研究開発

支援に関する事業を行ってい

る。 

4 愛媛県商工会連

合会 

松山市宮西１丁

目 5-19 

089-924-1103 経営・金融・税務・経理・労務・

情報化（IT 化導入）・取引・創

業などのサポートサービスを

行っている。 

出典：各機関のホームページ 
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図 17 知財に力を入れている教育機関及び支援機関の分布 MAP 

 
 

 

    

 

 

 

 

 
 

出典：白地図をベースに NTT データ経営研究所にて作成 
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